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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 (百万円) 52,848 52,732 55,421 56,051 60,339

経常利益 (百万円) 5,236 3,948 4,312 5,152 5,932

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 3,062 2,633 2,041 3,492 3,854

包括利益 (百万円) 4,816 1,569 2,583 3,996 2,593

純資産額 (百万円) 29,356 30,476 32,913 36,173 37,629

総資産額 (百万円) 69,177 65,494 68,098 71,633 73,453

１株当たり純資産額 (円) 303.37 3,133.95 3,344.26 3,719.19 3,873.54

１株当たり当期純利益 (円) 32.03 275.16 213.85 372.08 411.54

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.9 45.8 46.6 48.6 49.4

自己資本利益率 (％) 11.5 8.9 6.6 10.5 10.8

株価収益率 (倍) 8.0 7.5 10.3 7.3 5.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,279 5,887 5,627 7,558 4,733

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,440 △3,209 △3,305 △5,031 △4,333

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 162 △2,415 △1,746 △2,060 △2,830

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 8,509 8,663 9,526 9,977 7,509

従業員数 (人) 2,314 2,415 2,488 2,733 2,754
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　2016年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第106期の期首に当該株

式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しております。

３　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計年

度の期首から適用したため、第108期につきましては遡及適用後の数値を記載しております。

EDINET提出書類

株式会社北川鉄工所(E01584)

有価証券報告書

 2/89



 

(2) 提出会社の経営指標等

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 (百万円) 46,464 46,159 49,803 48,892 52,283

経常利益 (百万円) 5,590 3,660 4,079 4,720 5,551

当期純利益 (百万円) 3,351 2,254 1,632 2,988 3,713

資本金 (百万円) 8,640 8,640 8,640 8,640 8,640

発行済株式総数 (千株) 96,508 96,508 9,650 9,650 9,650

純資産額 (百万円) 27,417 28,900 30,113 32,475 34,743

総資産額 (百万円) 65,015 61,866 63,520 65,869 68,547

１株当たり純資産額 (円) 286.74 3,018.26 3,171.44 3,467.32 3,710.15

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配
当額)

(円)
5.00 6.00 60.00 77.00 90.00
(―) (―) (―) (―) (45.00)

１株当たり当期純利益 (円) 35.05 235.62 170.95 318.39 396.54

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.2 46.7 47.4 49.3 50.7

自己資本利益率 (％) 13.1 8.0 5.5 9.5 11.0

株価収益率 (倍) 7.3 8.8 12.8 8.5 5.7

配当性向 (％) 14.3 25.5 35.1 24.2 22.7

従業員数 (人) 1,210 1,257 1,297 1,323 1,364

株主総利回り (％) 148.6 124.6 135.0 169.0 147.8

(比較指標：配当込みTOPIX) (％) (130.7) (116.5) (133.7) (154.9) (147.1)

最高株価 (円) 282 340
213

(2,510)
3,365 3,095

最低株価 (円) 150 182
153

(1,590)
2,013 2,025

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　2016年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第106期の期首に当該株

式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しております。

３　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第108期の一株当たり配当額には、創業100周年記念配当７円を含んでおります。

５　『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度の期

首から適用したため、第108期につきましては遡及適用後の数値を記載しております。

６　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

７　2016年６月24日開催の第106期定時株主総会の決議により、2016年10月１日付で株式併合(10株を１株に併

合)を行っております。第107期の株価については株式併合前の最高・最低株価を記載し、(　) 内に株式併

合後の最高・最低株価を記載しております。
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２ 【沿革】

1918年３月 広島県御調郡下川辺村(現在府中市)に木造船用補機製造販売の目的をもって、北川鉄工所の

前身、北川船具製作所を創立。

1924年６月 鋳物工場、機械工場を増設、鋼船用船具及び船舶、鉱山、土木建設用巻上機の製造販売を開

始。

1936年12月 広島県芦品郡広谷村(現在府中市)に北川鉄工所を新設し、従来製品に加え、工作機械器具の

製造販売を開始。

1941年11月 北川鉄工所を株式会社北川鉄工所と改組。

1947年３月 産業機械器具、船舶用機械の製造販売及び医療施設事業を開始。

1955年５月 米国のミーハナイト・メタル・コーポレーションと技術提携し、ミーハナイト鋳物の製造販

売を開始。

1957年２月 日本工業規格(JIS)の第5131号・スクロールチャックの表示許可工場となる。

1961年８月 株式を広島証券取引所市場に上場。

1961年12月 株式会社北川製作所(現・連結子会社)を広島県府中市に設立、旋盤用チャックの製造を開

始。

1962年８月 株式を東京及び大阪証券取引所市場第一部に上場。

1962年９月 埼玉県大宮市(現在さいたま市)に東京工場を新設。

1968年４月 広島県府中市に中須工場を新設。

1969年１月 株式会社吉舎鉄工所(現・連結子会社)を広島県双三郡吉舎町（現在三次市）に設立、自動車

用鋳物製品の製造を開始。

1969年４月 広島県府中市に下川辺工場を新設。

1969年11月 和歌山県橋本市に和歌山工場を新設。

1971年３月 広島県世羅郡甲山町(現在世羅町)に甲山工場を新設。

1974年２月 北川冷機株式会社(現・連結子会社)を広島県世羅郡甲山町(現在世羅町)に設立、自動車用部

品の製造を開始。

1981年３月 チャック専門工場として、広島県府中市に本山工場を新設。

1992年７月 立体駐車場装置市場に新規参入。

1999年３月 建設機械部門と工作機器部門において、ISO9001の認証を取得。

2001年４月 日本建機株式会社の株式取得。

2003年１月 素形材部門において、ISO14001の認証を取得。(下川辺工場、中須工場)

2003年２月 KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD.(現・連結子会社)をタイ　チョンブリ県シラチャ郡に取得、

鋳造品を供給開始。

2003年４月 素形材部門において、ISO9001(2000年版)の認証を取得。

2005年10月 中国駐在事務所を上海に設立。

2007年３月 日本建機株式会社と当社コンクリートプラント営業部門を統合、事業形態を再編し、販売会

社Ｋ＆Ｋプラント株式会社として事業開始。

2008年４月 福山工場を広島県福山市駅家町（福山北産業団地内）に新設、鋳造品の生産を開始。

2008年10月 ユニットハウスレンタル・販売事業を譲渡。

2009年２月 シンガポール支店を開設。

2009年４月 Ｋ＆Ｋプラント株式会社を吸収合併。

2009年４月 上海北川鉄社貿易有限公司（現・連結子会社）を設立。

2010年12月 北川（瀋陽）工業機械製造有限公司（現・連結子会社）を設立。

2012年２月 KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V.（現・連結子会社）を設立。

2018年６月 株式会社AileLinX(現・連結子会社)を広島県府中市に設立、無人航空機の開発を開始。
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３ 【事業の内容】

当社及び当社の関係会社（当社、子会社８社及び関連会社３社（2019年３月31日現在）により構成）においては、

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー、キタガワ　サン　テック　カンパニー、キタガワ　グローバ

ル　ハンド　カンパニーの３部門に関係する事業を主として行っております。各事業における当社及び関係会社の位

置付けなどは次のとおりであります。

なお、以下に示す区分は、セグメントと同一区分であります。

 

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー（金属素形材事業）

当事業においては、生型機械鋳造、ロストワックス精密鋳造、消失模型鋳造及び金属粉末射出成型焼結の製法に

より自動車部品、各種機械部品の製造、販売を行っております。

主な関係会社 …… (製造・販売) KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD.、KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V.

(製造) 北川冷機㈱、㈱吉舎鉄工所

 

 
キタガワ　サン　テック　カンパニー（産業機械事業）

当事業においては、コンクリートプラント、コンクリートミキサ、建築用ジブクレーン、環境関連設備、リサイ

クルプラント及び自走式立体駐車場などの製造、販売を行っております。

主な関係会社 …… なし

 
 

 
キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー（工作機器事業）

当事業においては、旋盤用チャック、油圧回転シリンダ、NC円テーブル、パワーバイス、ウォーターカッター、

ライトマシニング及びグリッパなどの製造、販売を行っております。このうち、世界的ブランドである旋盤用

チャックについては、国内市場シェアの過半を占めており、当事業における主力分野と位置付けております。

主な関係会社 …… (製造) ㈱北川製作所、北川（瀋陽）工業機械製造有限公司

(販売) 上海北川鉄社貿易有限公司、KITAGAWA EUROPE LTD.、KITAGAWA-NORTHTECH INC.
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[事業系統図]

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　

 

(注) １　※印は連結子会社、◎印は持分法適用関連会社であります。

２　㈱ケーブル・ジョイは、有線テレビ放送事業を行っております。

３　㈱AileLinXは、無人航空機事業を行っております。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

北川冷機㈱ 広島県世羅郡世羅町 70

キタガワ　
マテリアル　
テ ク ノ ロ
ジー　カンパ
ニー

100.0

当社鋳物製品等の加工をし
ております。
なお、当社所有の土地及び
建物を賃借しております。
役員の兼任等　有

㈱北川製作所 広島県府中市 40

キタガワ　
グローバル　
ハンド　
カンパニー

77.5

当社工作機器製品の加工を
しております。
なお、当社所有の建物を賃
借しております。当社より
資金援助を受けておりま
す。
役員の兼任等　有

㈱吉舎鉄工所 広島県三次市 30

キタガワ　

マテリアル　

テ ク ノ ロ

ジー　カンパ

ニー

50.0

当社鋳物製品の製造をして
おります。
なお、当社より資金援助及
び債務保証を受けておりま
す。
役員の兼任等　有

㈱AileLinX 広島県府中市 90 その他の事業 90.0
当社より資金援助を受けて
おります。
役員の兼任等　有

KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD.
（注）２

タイ　チョンブリ県
2,560

百万バーツ

キタガワ　
マテリアル　
テ ク ノ ロ
ジー　カンパ
ニー

100.0

当社鋳物製品の製造をして
おります。
当社より資金援助を受けて
おります。
役員の兼任等　有

KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V.
（注）２

メキシコ　アグアスカ
リエンテス州

1,296
百万ペソ

キタガワ　
マテリアル　
テ ク ノ ロ
ジー　カンパ
ニー

75.0
当社より資金援助を受けて
おります。
役員の兼任等　有

北川(瀋陽)工業機械製造有限公
司

中国　遼寧省瀋陽市
5,500

千米ドル

キタガワ　
グローバル　
ハンド　
カンパニー

100.0
当社より資金援助を受けて
おります。
役員の兼任等　有

上海北川鉄社貿易有限公司 中国　上海市 20

キタガワ　
グローバル　
ハンド　
カンパニー

100.0
当社工作機器製品の販売を
しております。
役員の兼任等　有

(持分法適用関連会社)      

㈱ケーブル・ジョイ 広島県府中市 303 その他の事業 31.8
当社より資金援助及び債務
保証を受けております。
役員の兼任等　有

KITAGAWA EUROPE LTD.
英国
ソールズベリー市

225
千英ポンド

キタガワ　
グローバル　
ハンド　
カンパニー

50.0

当社より資金援助を受けて
おります。
当社工作機器製品の販売を
しております。
役員の兼任等　有

KITAGAWA-NORTHTECH INC.
米国　イリノイ州
シャンバーグ市

1,250
千米ドル

キタガワ　
グローバル　
ハンド　
カンパニー

20.0
当社工作機器製品の販売を
しております。
役員の兼任等　無

 

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社に該当しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 2019年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー 1,830

キタガワ　サン　テック　カンパニー 335

キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー 449

その他 17

全社共通 123

合計 2,754
 

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　全社共通は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

３　当連結会計年度より、報告セグメントの名称を変更しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　連結

財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

(2) 提出会社の状況

 2019年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,364 42.1 16.3 5,722
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー 498

キタガワ　サン　テック　カンパニー 335

キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー 408

全社共通 123

合計 1,364
 

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　全社共通は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

４　当連結会計年度より、報告セグメントの名称を変更しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　連結

財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

(3) 労働組合の状況

提出会社には、北川鉄工所労働組合が組織(組合員数 1,033人)されており、産業別組織のＪＡＭに属し、日本労

働組合総連合会に加盟しております。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。

また、連結子会社の労働組合の状況についても特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、地域社会のなかで育てられた企業グループであると認識し、社会との深いつながりを大切

に、株主、顧客、ビジネスパートナーとの共存共栄をモットーとして経営を進めております。市場ニーズに対

し、的確に対応した商品を提供することを行動指針として、卓越した技術力でお客様の要望にお応えすることこ

そ、安定的な企業の発展を支える基盤であると考えて、堅実な経営活動を行っております。

　

(2) 目標とする経営指標

当社グループは、変化の激しい事業環境や市場動向に迅速に対応し、売上高に大きく左右されることなく適正

利益を生み出せる強靭な事業体質を目指しており、経営効率・財務基盤強化の観点から、各事業での経常利益と

売上高経常利益率を重視しております。加えて、投下資本の運用効率・収益性を図る指標として総資産利益率

（ＲＯＡ）及び株主利益重視の観点から自己資本利益率（ＲＯＥ）を重要な経営指標と位置づけております。

　

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、「Next Decade Plan2021」を策定し、事業目標、企業ビジョン、事業ビジョン、組織ビジョ

ンを明確化したうえで、中長期的な経営に取り組んでまいります。この計画の全体基調は収益基盤の強化を指向

するものであり、海外市場での事業展開及び事業基盤の強化、成熟事業分野における収益基盤の確立、新たな価

値を創造する新規事業の立上げなどを示しております。

また、今後成長の望める海外市場を確保するため当社グループは引き続き、海外拠点の事業基盤の確立に努め

るとともに、戦略的な経営資源の投入を行うなど、事業領域の拡張に取り組んでまいります。

　

(4) 会社の対処すべき課題

今後の経済情勢としましては、国内の経済状況は、依然として企業の設備投資に対する意欲は高く、とりわけ

労働力不足を背景にした省力化や合理化を実現するための投資を中心に底堅く推移するため、設備投資の大幅な

落ち込みはないものと考えております。しかしながら、海外では、米中間の貿易摩擦や米国の政策動向、英国の

EU離脱問題等の地政学的リスクが継続し、依然として先行きの不透明な状況が続くと思われます。

このような状況のもと、昨年４月より導入した社内カンパニー制による経営を強化し、更なる各カンパニーの

成長、経営人材の育成、商品開発等顧客価値創造力の向上を目指します。また、各生産拠点の生産性の向上や品

質改善に取り組み、計画利益の確保に努めてまいります。

　

次期の事業セグメントごとの主な戦略は次のとおりであります。

　

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー（金属素形材事業）

2019年の世界新車販売台数は、中国が前年の落ち込みから回復する前提で前年並みの水準を維持するものと予

測されます。更に、建設機械、農業機械は増加が見込まれ、特にエンジンと小型建機関連が増産となる見通しと

なっております。

このような状況のもと、当事業におきましては、国内外の生産拠点の生産能力相互補完や品質の向上を図り、

コア領域である自動車トランスミッション部品を中心とした、高付加価値製品の受注に努め、競争力を強化する

とともに、収益力も強化してまいります。また、海外拠点であるメキシコ子会社の受注品目拡大やタイ子会社の

収益確保の体制作りに努めてまいります。
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キタガワ　サン　テック　カンパニー（産業機械事業）

2019年度の国内の建設業界は、公共工事は、インフラ改修工事については一定の発注が維持される見通しであ

り、民間工事は、好調な企業業績を背景にした設備投資や都心再開発物件等により需要が見込まれるため、全体

としては高水準で推移するものと見込まれています。

このような状況のもと、当事業におきましては、コンクリートプラント及び関連設備事業では、生産者の投資

意欲が高いため、既存設備の改造工事やメンテナンスサービスに加え、建替え工事の販売強化に努めてまいりま

す。荷役機械関連設備事業では、主力のクレーン事業に加え、トラベラークレーンや吊荷旋回装置の販売強化及

びクレーン技術を用いた新分野への挑戦と海外展開を模索してまいります。環境関連機器事業では、装置の機能

向上とバイオマス関連商品の強化に努めてまいります。自走式立体駐車場事業では、消費税増税前の駆け込み需

要による反動が懸念されますが、前年度に受注した物件の工事が集中するため、工事の進捗管理を徹底して収益

の確保に努めてまいります。

 
キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー（工作機器事業）

2019年の工作機器業界は、米国と中国の貿易摩擦、中国経済の減速による緊縮策等の外部的要因に加え、工作

機械受注の減少が見込まれていることによって、軟調に推移していくものと予測しております。特に外需におい

ては、EMS(電子機器受託生産サービス)向けの受注が終息したため、受注が減少するものと予測しております。

なお内需においては自動車関連の需要が当面の間は安定的に推移するものと予測しております。

このような状況のもと、当事業におきましては、市場の要求に的確な対応ができるように、生産体制の再構築

を行い、顧客満足度の向上を目指してまいります。またシェア拡大に向け、次世代標準チャックBRシリーズを本

格的に市場投入いたします。更にロボット周辺機器市場へ参入し商品開発を加速させ、新たに主力となる新商品

の開発に傾注してまいります。
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２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 経済動向及び景気動向

当社グループは、売上高のほとんどが民需を主体とした販売によるものであり、国内景気の動向による業績への

直接的な影響は避けられません。また、グローバル比率の増加により世界各地でのそれぞれの市場や地域における

経済情勢の動向による不確実性も存在しています。

 

(2) 調達価格

当社グループは、金属素形材、産業機械、工作機器と多岐にわたる事業展開を行っているため、多種多様な原材

料、部品などの調達を行うとともに、多くの取引先の協力を得ております。原材料の急激な価格上昇、需要逼迫な

どが生じた場合、コスト増加、工程遅れにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 製品の品質

当社グループは、ISO9001及びISO14001を取得するなど、品質管理及び環境管理を経営の最重要事項の一つとし

ております。製品の工程及び完成検査の強化など、製品の品質確保には出来る限りの対応を行っておりますが、製

品の開発・製造などにおける品質上のリスクを全て将来にわたって完全に排除することは困難なものと認識してお

ります。

クレーム、欠陥が発生した場合、社会的信用の低下、取引停止、損害賠償などを含め、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 海外進出

当社グループは、アジア、北中米、欧州などにおいて積極的な事業展開を図っております。これらの国、地域に

おいては、予期しない法律または諸規則の変更、政府による政策発動、急激な経済の変化などの要因、宗教・文化

の相違、商習慣に関する障害、特別な税金及び関税などが、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(5) 競合及び価格交渉

当社グループは、いずれの市場においても同業他社との激しい競合環境にあり、当社グループにとって有利な価

格決定をすることが困難な状況に置かれています。これは、当社グループの収益の維持に対する深刻な圧力となっ

ており、特に市場が低迷した場合に顕著となると考えられます。当社グループは高付加価値製品の提供と効率化に

よるコスト競争力のアップにより対応していく方針ではありますが、販売価格の下落が進んだ場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 災害

当社グループは、生産設備などの主要施設に関して、火災・地震等の災害に対する防止策、軽減策及び財務リス

クを最小化すべく保険加入などの対策を行っています。しかし、大規模な地震、台風等の自然災害及び火災等の事

故が発生し生産設備などが被害を受けた場合、生産・販売活動の中断による製品供給の停止、修復費用の発生など

により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) 為替相場

当社グループは、貿易取引において外貨建決済を行うことや、生産拠点のグローバル化を進めることによる外貨

建債権の保有など、為替相場の変動によるリスクを有しております。これらの取引に対し、先物為替予約や外貨建

見合債務の保有などによるヘッジ策を講じておりますが、為替相場の変動によるリスクが完全に回避される保証は

なく、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 経営成績等の概要

　① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益が堅調に推移したことを背景に設備投資の増加や雇用環境の

改善が行われ、緩やかな回復基調で推移しました。一方、海外においても、米中間の貿易摩擦や英国のEU離脱問

題、中国経済の景気減速等の影響により依然として先行きは不透明感が感じられるものの、世界経済全体としては

概ね堅調に推移しました。

このような状況のもと、当社グループでは、昨年４月より社内カンパニー制による事業運営を開始しました。各

カンパニーへ権限を委譲して、経営人材の育成や商品開発、生産性の改善等を積極的に行い、各事業の更なる成長

を促進することによって、収益の確保に取り組んでまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上高はグループ全体で、60,339百万円（前期比7.7％増）、営業利益は5,463百万

円（前期比21.8％増）となりました。また、経常利益は、5,932百万円（前期比15.1％増）、親会社株主に帰属す

る当期純利益は、3,854百万円（前期比10.4％増）となりました。

 
セグメントの業績は、次のとおりであります。

 
キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー（金属素形材事業）

自動車関連業界におきましては、2018年の世界新車販売台数は、前年比0.5％減の9,479万台となり、2009年以降

で初めて通年販売台数が前年割れとなりましたが、高水準で推移しました。また、建設・農機関連業界につきまし

ては、欧米では堅調な需要を背景にして、建設機械・トラクタ・エンジン部品の生産は揃って増加しましたが、ア

ジアではタイの農業機械やインドのトラクタの需要が増加したものの、中国における農業機械の需要が大幅に減退

したため、アジア地域では前年を下回りました。

このような状況のもと、当事業におきましては、既存顧客の海外展開への対応を含めた顧客の部品需要に対する

当社シェアの拡大と当社の強みである素材と加工の一貫生産を活かした高付加価値製品の新規受注活動に注力して

まいりました。また、収益性を改善させるために、原材料価格上昇分の販売価格への転嫁、不良の低減・歩留り改

善等による生産効率の改善、調達コストの削減等を継続してまいりました。生産体制につきましては、国内では昨

年８月より福山工場へ新設した加工棟を本格的に稼働させ、新規受注したトランスミッション部品の量産を開始

し、同年12月より更なる増産要請に対応するために２次加工ラインを立ち上げました。海外ではメキシコ子会社に

おいて鋳造２次ラインの量産を開始しました。これによって、日本・タイ・メキシコのグローバル拠点間の生産負

荷調整と設備の有効活用が可能となり、拠点間の相互補完供給体制を確立することができました。これらの取り組

みによって、自動車トランスミッション部品を中心とした自動車関連事業及び建設・農機関連事業ともに年間を通

して概ね好調を維持しました。

 その結果、当事業の売上高は29,202百万円（前期比9.4％増）、セグメント利益（営業利益）は1,590百万円

（前期比62.4%増）となりました。

 
キタガワ　サン　テック　カンパニー（産業機械事業）

国内の建設業界におきましては、国土交通省の統計調査によると、2018年度は前年度と同水準で推移しているな

かで、鉄筋工(土木)をはじめ多くの職種で建設技術者が不足しており、労務費の高騰や工期遅れが続きました。

このような状況のもと、当事業におきましては、業務効率や生産効率の改善施策やカンパニー制に移行したこと

による事業運営が効果的に機能したことにより、収益の改善に取り組むことができました。コンクリートプラント

及び関連設備事業では、前年度の受注残物件の減少により工事件数が前年比で減少しましたが、改造工事やメンテ

ナンスサービスが堅調に推移しました。荷役機械関連設備事業では、都市部の再開発向け大型クレーンと集合住宅

向け小型クレーンが年間を通して堅調に推移しました。環境関連機器事業では、廃棄物の分野を中心に堅調に推移

しました。自走式立体駐車場事業は、商業施設や遊興施設等の大型物件の納入が集中したことによって、前年度の

売上を大幅に上回りました。

その結果、当事業の売上高は18,308百万円（前期比8.3％増）、セグメント利益（営業利益）は2,165百万円（前

期比10.1％増）となりました。

 
キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー（工作機器事業）

工作機械業界におきましては、一般社団法人日本工作機械工業会の統計では、2018年度の工作機械受注総額は１

兆6,891億円（前期比5.1％減）となりました。内需は補助金等の政策効果の影響もあり7,033億円（前期比2.2％
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増）、外需は自動車産業向けは堅調に推移したものの中国市場のEMS(電子機器製造受託サービス)の終息による影

響によって9,857億円（前期比9.8％減）となりました。

このような状況のもと、当事業におきましては、受注増加や納期短縮に対応するために生産人員の確保や主要部

品の調達の増強に努めてまいりました。また、昨年11月に開催されたJIMTOF2018や本年１月に開催された第3回ロ

ボデックスロボット開発・活用展へ次世代標準チャックBRシリーズや二ツ爪の薄型グリッパ(ロボットハンド)等多

くの新商品を出展し、新商品開発へ積極的に取り組んでまいりました。これらの取り組みによって、国内の業績に

つきましては、工作機械メーカー向け、一般ユーザー向けとも堅調に推移しました。海外の業績につきましては、

中国市場は軟調に推移したものの欧米市場の落ち込みがなかったため、概ね堅調に推移しました。

その結果、当事業の売上高は12,812百万円（前期比2.9％増）、セグメント利益（営業利益）は2,627百万円（前

期比6.4％増）となりました。

 
　② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、4,733百万円の収入となりました。収入の主な内訳は、

税金等調整前当期純利益 5,873百万円及び減価償却費 3,434百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額

2,353百万円及びたな卸資産の増加額 2,301百万円によるものであります。前期比では、主にたな卸資産の増加によ

り 2,824百万円の収入減となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、4,333百万円の支出となりました。これは、主に有形固定資産の取得によ

る支出 4,345百万円であります。前期比では、主に、有形固定資産の取得による支出の減少により 698百万円の支

出減となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、2,830百万円の支出となりました。支出の主な内訳は、長期・短期借入金

の純減少額 1,560百万円及び配当金の支払額 1,142百万円であります。前期比では、主に中間配当の開始により

769百万円の支出増となりました。

これらにより当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ 2,467百万円減少

し、7,509百万円となりました。
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　③ 生産、受注及び販売の実績

a. 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー 29,410 +9.9

キタガワ　サン　テック　カンパニー 18,079 +8.4

キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー 12,877 +2.8

　合計 60,367 +7.9
 

(注) １　金額は販売価格で表示しており、セグメント間の取引については相殺消去しておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

ｂ. 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

キタガワ　マテリアル　
テクノロジー　カンパニー

29,139 +8.9 844 △7.0

キタガワ　サン　テック　
カンパニー

23,830 +13.8 19,253 +40.2

キタガワ　グローバル　ハン
ド　カンパニー

12,051 △11.9 2,543 △23.0

合計 65,020 +5.9 22,642 +26.2
 

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

ｃ. 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー 29,202 9.4

キタガワ　サン　テック　カンパニー 18,308 8.3

キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー 12,812 2.9

その他 16 ―

合計 60,339 7.7
 

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

株式会社クボタ 6,442 11.5 7,565 12.5

アイシン・エィ・
ダブリュ株式会社

― ― 6,078 10.1
 

前連結会計年度におけるアイシン・エィ・ダブリュ株式会社に対する販売高は、当該販売実績の総販売

実績に対する割合が100分の10に満たないため記載しておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(２) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

本項に記載した予想、見通し、方針等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断

したものであります。

 
　① 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって、当社経営陣は決算日における資産・負債の報告数値及び報告期間

における収入・費用に影響を与える見積りを行っております。また、見積りに関しては、過去の実績等の情報に基

づいて判断しておりますが、不確実な要素も含んでおり、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事

項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載のとおりであります。

 
　② 財政状態の分析

 a 資産

当連結会計年度末の総資産は、売上債権、棚卸資産の増加などにより、前連結会計年度末に比べて 1,819百万

円増加し、73,453百万円となりました。

 b 負債

当連結会計年度末の負債は、仕入債務の増加などにより、前連結会計年度末に比べて 363百万円増加し、

35,823百万円となりました。

 c 純資産

当連結会計年度末の純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上があり、前連結会計年度末に比べて

1,455百万円増加し、37,629百万円となりました。純資産から非支配株主持分を差し引いた自己資本は 36,273百

万円となり、自己資本比率は49.4％となりました。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会

計年度の期首から適用したため、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連結会計年度との比較を行なっ

ております。

 
　③ 経営成績の分析

 a 売上高

当連結会計年度の売上高は、前期比 7.7％増の 60,339百万円となりました。

事業別では、キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニーは既存顧客の海外展開への対応を含めた顧客

の部品需要に対する当社シェアの拡大と当社の強みである素材と加工の一貫生産を活かした高付加価値製品の新

規受注活動に注力したことにより、前期比 9.4％の増収となりました。キタガワ　サン　テック　カンパニーは

コンクリートプラント及び関連設備では、前年度の受注残物件の減少により工事件数が前年比で減少しました

が、改造工事やメンテナンスサービスが堅調に推移しました。また、荷役機械関連設備事業では、都市部の再開

発向け大型クレーンと集合住宅向け小型クレーンが年間を通して堅調に推移したこと、自走式立体駐車場事業

は、商業施設や遊興施設等の大型物件の納入が集中したことにより、前期比 8.3％の増収となりました。キタガ

ワ　グローバル　ハンド　カンパニーは国内の業績につきましては、工作機械メーカー向け、一般ユーザー向け

とも堅調に推移しました。海外の業績につきましては、中国市場は軟調に推移したものの欧米市場の落ち込みが

なかったため、前期比 2.9％の増収となりました。

 b 営業利益

当連結会計年度の営業利益は、前期比 21.8％増の 5,463百万円となりました。

事業別では、キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニーは、原材料価格上昇分の販売価格への転嫁、

不良の低減・歩留り改善等による生産効率の改善、調達コストの削減等を継続したこと、また、海外子会社の収

益改善により前期比 62.4％の増益となりました。キタガワ　サン　テック　カンパニーは業務効率や生産効率

の改善により、前期比 10.1％の増益となりました。キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニーにおきまして

は、受注増加や納期短縮に対応するために生産人員の確保や主要部品の調達の増強に努め、前期比 6.4％の増益

となりました。
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 c 経常利益

当連結会計年度の経常利益は、前期と比べ持分法による投資利益が減少しましたが、営業利益の増加により前

期比 15.1％増の 5,932百万円となりました。

 d 親会社株主に帰属する当期純利益

当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は、経常利益の増加により、前期比 10.4％増の 3,854百

万円となりました。

 
　④ キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ 2,467百万円減少し、7,509

百万円となりました。

 a 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、4,733百万円の収入となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前

当期純利益 5,873百万円及び減価償却費 3,434百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額 2,353百万

円及びたな卸資産の増加額 2,301百万円によるものであります。

 b 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、4,333百万円の支出となりました。これは、主に有形固定資産の取得

による支出 4,345百万円であります。

 c 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,830百万円の支出となりました。支出の主な内訳は、長期・短期借

入金の純減少額 1,560百万円及び配当金の支払額 1,142百万円であります。

 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

 ３月期 ３月期 ３月期 ３月期 ３月期

自己資本比率(％) 41.9  45.8  46.6  48.6  49.4  

時価ベースの自己資本比率(％) 35.2  30.3  30.6  35.4  28.7  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 3.4  2.7  2.6  1.7  2.5  

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 26.1  37.2  41.7  62.2  48.6  
 

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１　いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２　株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３　キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

４　有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。

　

　⑤ 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループにおける資金需要の主なものは、製品製造のための原材料及び部品の購入のほか、製造費用、販売

及び一般管理費の営業費用による運転資金、また、製造設備の増強、合理化及び更新を目的とした設備資金であり

ます。当社グループの資金の源泉は主として営業活動によるキャッシュ・フロー及び金融機関からの借入による資

金調達となります。

当連結会計年度におきましては、キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニーでの設備投資及び、借入金

の返済を行い、当連結会計年度末における当社グループの現金及び現金同等物の残高は 7,509百万円となり、前期

末比 2,467百万円の減少となりました。
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　⑥ 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループ経営陣は、企業価値の最大化を目指し、現在の経営環境や入手可能な情報を元に最善の経営方針を

立案するように努めております。当社グループ全体としては、各セグメントの成長追及、開発体制の再構築、人的

資源の戦略的投入、持続的成長へ向けた経営基盤の確立を経営課題と認識して取り組んでまいります。

なお、各セグメントの具体的な取り組みは「第２　事業の状況」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課

題等」に記載した活動を進めてまいります。

 
４ 【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等はありません。

 

５ 【研究開発活動】

当連結会計年度は、新事業分野の微小重力環境細胞培養装置「Zeromo」を研究者向けに販売し、各研究者からの要

望を取り入れ各種周辺機器の開発を行っております。また、非接触濡れ性評価装置「Wettio」につきましては

ASTEC2018（先端表面技術展）への出展により、様々な業界の方からデモ試験の依頼を頂き、「Wettio」の有用性の

確認を行うと共に装置のブラッシュアップを行ってまいりました。この一連の開発を通じて翌連結会計年度からの

「Wettio」の本格販売を行ってまいります。

　その他、研究開発活動としては、各研究機関との共同研究を進めており、有用性を拡大した「新型摩擦接合装置」

の技術開発や「風力発電」の関連装置、「自動車の軽量化」に関連した調査・研究開発などを進めております。これ

ら研究開発テーマにつきましては、翌連結会計年度より試験機の開発を進め商品化に繋げる取り組みを行います。

なお、「Zeromo」、「Wettio」、「新型摩擦接合装置」は、翌連結会計年度から新たな組織として発足する「新事業

推進本部」へ商品移管を行い、販売を推進します。

当連結会計年度における研究開発費の総額は544百万円であり、各セグメントの主な研究開発活動の内容は、次の

とおりであります。なお、開発本部で行っている各セグメントに配分できない基礎研究費用183百万円が含まれてお

ります。

 

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー（金属素形材事業）

当連結会計年度は、前連結会計年度に引き続き、短期間での試作を可能とするために３D樹脂プリンターを使った

型製作トライアルを実施、型製作のためのノウハウ蓄積を進め、小物製品においては社内での試作に利用できるよう

になりました。

　また、鋳造シミュレーションによる欠陥予測においては、従来行ってきました湯流れ・引け巣解析に加え、砂か

み、ノロかみ解析、中子からのガス影響を考慮した解析について、実態との比較を行いながら調整を行い、鋳造欠陥

の発生リスク低減に利用できるよう改善しました。

　高強度快削性鋳鉄においては、製造条件及び製品の詳細な調査・分析を行い、不安定要因の究明を進め、自動車の

パワートレイン部品への採用を目指しております。

当事業に係る研究開発費は35百万円であります。
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キタガワ　サン　テック　カンパニー（産業機械事業）

当連結会計年度は、NEDOの戦略的省エネルギー技術革新プログラムとして2017年度、「生コンクリートスラッジ水

高度利用システムの開発」に採択された事業に引き続き取り組み、基本性能の確認を行いました。翌連結会計年度は

実機プラントでシステムの実証及び経済性評価を行い、プログラムを完了する予定です。

　生コンプラント関係では本体の主材をメッキにした標準プラントを仕様別に2種類開発し、販売しました。翌連結

会計年度にも研究を継続し、更に1種類販売予定です。また次世代2軸強制練りミキサ「ジクロス」におきましては容

量別に3種類、基本性能改良に向けた開発を行い、販売を開始しました。操作盤関係では光ケーブル仕様及び2画面仕

様を開発し、販売を開始しました。

　環境分野ではバイオマス発電向け燃料製造装置の大型化に取り組み、実機による社内検証を行いました。翌連結会

計年度は連続運転による検証を行い、商品化に向けた取り組みを完了させる予定です。

建設機械関係では既存のクレーン関係で小型機と中型機を各1機種開発し、販売を開始しました。更に風力発電用ク

レーンの開発も行い、商品化に至りました。その他、吊荷旋回制御装置の改良、クレーン運転の自動化に向け荷振れ

防止制御やティーチング等の開発も進めており、翌連結会計年度も継続して行ってまいります。

　立体駐車場関係では2.5t仕様の4層5段、5層6段式立体駐車場の大臣認定取得に向けた構造確認が完了し、大臣認定

を取得しました。翌連結会計年度にも新たな大臣認定を取得予定です。

　当事業に係る研究開発費は178百万円であります。

 
キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー（工作機器事業）

当連結会計年度は、旋盤用チャックでは新型標準チャックＢＲシリーズを開発しました。大幅な把握精度向上と洗

練されたデザインを実現し、公益財団法人精密工学会中四国支部技術賞を受賞しました。また各種オートジョーチェ

ンジチャック（ＡＪＣ）開発が進捗し、外販用の生産を開始しました。ＮＣ円テーブルでは工作機械への搭載性や性

能が向上し、今後の主力商品となるＭＫシリーズを開発し生産を開始しました。また自動化やＩｏＴへの対応とし

て、測長機能付きロボットハンド、円テーブルやチャック用の多ポート回転継手、高分解機能円テーブルコントロー

ラとその操作ペンダント、静止型チャック把握力計等の開発に取り組みました。

当事業に係る研究開発費は147百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、製造設備の増強、合理化及び更新を目的とし、当連結会計年度に総額 4,164百万円の設備投資

を行いました。

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニーでは、自動車メーカー向けの新規受注の対応に伴い、福山工場

(広島県福山市)の銑鉄鋳物加工設備を新設しております。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

 2019年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

本社及び
本社工場
(広島県
府中市)

キタガワ　サン　テ
ック　カンパニー
キタガワ　グローバ
ル　ハンド　カンパ
ニー
全社的管理業務

産業用機械
製造設備・
工作機器製
造設備

557 1,321
589
(51)
[14]

58  332  2,859  675

本山工場
(広島県
府中市)

キタガワ　グローバ
ル　ハンド　カンパ
ニー

工作機器製
造設備

86 402
453
(24)

 -  153  1,095  52

下川辺工場
(広島県
府中市)

キタガワ　マテリア
ル　テクノロジー　
カンパニー

鋳物製造設
備

153 520
11
(4)
[31]

- 127  812  226

福山工場
(広島県
福山市)
(注)２

キタガワ　マテリア
ル　テクノロジー　
カンパニー

鋳物製造設
備・鋳物加
工設備

899 1,884
1,206
(75)

 - 839  4,829 63

中須工場
(広島県
府中市)

キタガワ　マテリア
ル　テクノロジー　
カンパニー

鋳物製造設
備

25 23
25

(11)
-  6  80  22

東京工場
(さいたま市
北区)

キタガワ　マテリア
ル　テクノロジー　
カンパニー

鋳物製造設
備・鋳物加
工設備

537 1,430
43

(29)
 8  172  2,192  147

和歌山工場
(和歌山県
橋本市)

キタガワ　サン　テ
ック　カンパニー

産業用機械
製造設備

100 71
130
(22)

 2  16  321  36

甲山工場
(広島県
世羅郡
世羅町)

キタガワ　マテリア
ル　テクノロジー　
カンパニー
キタガワ　サン　テ
ック　カンパニー

鋳物加工設
備・産業用
機械製造設
備

592 1,460
31

(27)
[13]

149  17  2,251  -

大阪支店
(大阪市
住之江区)
他全国６支
店４営業所

販売業務 販売設備 69 32
165
(2)
[1]

 -  83  350  143

 

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。

２　貸与中の機械装置127百万円を含んでおり、キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニーの鋳物加工

のため総社工業㈱に貸与しております。

３　土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は214百万円であります。賃借している土地の面積は

［　］で外書きしております。

４　現在休止中の主要な設備はありません。

５　金額には、消費税等は含まれておりません。

６　表示すべき主要なリース資産はありません。
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(2) 国内子会社

表示すべき主要な設備はありません。

 

(3) 在外子会社

  2019年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

KITAGAWA
(THAILAND)
CO.,LTD.
(タイ チョ
ンブリ県)

キタガワ　マテリア
ル　テクノロジー　
カンパニー

鋳物製造設
備・鋳物加
工設備

680  2,777
300
(94)

 0 92  3,851  676

KITAGAWA
MEXICO,S.A.
DEC.V.
(メキシコ
アグアスカ
リエンテス
州)

キタガワ　マテリア
ル　テクノロジー　
カンパニー

鋳物製造設
備・鋳物加
工設備

 2,268  5,447
349
(86)

 -  260  8,324  521

 

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。

２　現在貸与中の主要な設備はありません。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　表示すべき主要なリース資産はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容
投資予定額

資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
福山工場
(広島県福山市)

キタガワ　マテ
リアル　テクノ
ロジー　カンパ
ニー

鋳物製造
設備・鋳
物加工設
備・事務
所用建物

 2,210  697
自己資金
及び
借入金

 2018年
４月

 2019年
12月

6％増加

提出会社
甲山工場
(広島県世羅郡)

キタガワ　マテ
リアル　テクノ
ロジー　カンパ
ニー

鋳物加工
設備

138  97
自己資金
及び
借入金

 2018年
10月

 2019年
４月

1％増加

提出会社
東京工場
(さいたま市
北区)

キタガワ　マテ
リアル　テクノ
ロジー　カンパ
ニー

鋳物加工
設備

 346 292
自己資金
及び
借入金

 2017年
10月

 2019年
９月

1％増加

KITAGAWA
MEXICO,S.
A.DEC.V.

(メキシコ　ア
グアスカリエン
テス州)

キタガワ　マテ
リアル　テクノ
ロジー　カンパ
ニー

鋳物加工
設備

582 53
自己資金
及び
借入金

 2018年
９月

 2019年
11月

2％増加

KITAGAWA
(THAILAND)
CO.,LTD.

(タイ　チョン
ブリ県)

キタガワ　マテ
リアル　テクノ
ロジー　カンパ
ニー

鋳物加工
設備

204 104
自己資金
及び
借入金

 2018年
10月

 2020年
７月

1％増加

 

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　投資予定額に外貨が含まれる場合、円貨建に換算しております。

 

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新を除き、重要な設備の除却または売却の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】
　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,800,000

計 30,800,000
 

　

② 【発行済株式】
　

種類
事業年度末

現在発行数(株)
(2019年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,650,803 9,650,803
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
100株であります。

計 9,650,803 9,650,803 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2016年10月１日
(注)

△86,857,227 9,650,803 － 8,640 － 5,080

 

(注)　株式併合（10：１）によるものであります。
　

(5) 【所有者別状況】

 2019年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 32 39 159 106 2 9,300 9,638 ─

所有株式数
(単元)

― 29,604 1,360 8,341 17,820 8 38,636 95,769 73,903

所有株式数
の割合(％)

― 30.91 1.42 8.71 18.61 0.01 40.34 100.00 ─
 

(注) １　自己株式 286,360株は「個人その他」に 2,863単元及び「単元未満株式の状況」に 60株それぞれ含まれて

おります。

２　株主数には、単元未満株式のみを所有する株主の人数を含めております。
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(6) 【大株主の状況】

 2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 543 5.80

北川鉄工所みのり会 広島県府中市元町７７－１ 530 5.66

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 475 5.08

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町１丁目３－８ 446 4.76

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 230 2.46

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ 　ＯＦ 　
ＮＯＲＷＡＹ
（常任代理人　シティバンク、
エヌ・エイ東京支店） 

ＢＡＮＫＰＬＡＳＳＥＮ　２，　０１０７　
ＯＳＬＯ　１　ＯＳＬＯ　０１０７　ＮＯ
（東京都新宿区新宿６丁目２７－３０）

214 2.29

ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ Ｃ
ＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯ
ＬＩＯ
（常任代理人　シティバンク、
エヌ・エイ東京支店）

ＰＡＬＩＳＡＤＥＳ　ＷＥＳＴ　６３００，
ＢＥＥ　ＣＡＶＥ　ＲＯＡＤ　ＢＵＩＬＤＩ
ＮＧ　ＯＮＥ　ＡＵＳＴＩＮ　ＴＸ　７８７
４６　ＵＳ
（東京都新宿区新宿６丁目２７－３０）

198 2.12

北川鉄工所自社株投資会 広島県府中市元町７７－１ 180 1.92

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 179 1.92

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町２丁目６－１ 171 1.83

計 ― 3,168 33.84
 

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式 286千株があります。

２　上記の日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）所有株式数のうち信託業務に係る株式数は

397千株であります。

なお、それらの内訳は、年金信託設定分 49千株、投資信託設定分 348千株となっております。

３　上記の日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）所有株式数のうち信託業務に係る株式数は      

351千株であります。

なお、それらの内訳は、年金信託設定分 47千株、投資信託設定分 304千株となっております。

４　上記株主の英文名は、株式会社証券保管振替機構から通知された「総株主通知」に基づき記載しておりま

す。

５　2017年１月11日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、株式会社みずほ銀行

及びその共同保有者であるみずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式

会社が、2016年12月30日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨の記載がされているものの、当社とし

て2019年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 127 1.32

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５－１ 12 0.13

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 230 2.38

アセットマネジメントOne
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目８－２ 292 3.03
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６　2019年３月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村アセットマネジメント株式会

社が2019年２月28日現在で以下の株式を保有している旨の記載がされているものの、当社として2019年３月

31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

野村アセットマネジメント
株式会社

東京都中央区日本橋１丁目１２－１ 482 5.00
 

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

 2019年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

286,300
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,290,600
 

92,906 ―

単元未満株式
普通株式

73,903
 

― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 9,650,803 ― ―

総株主の議決権 ― 92,906 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式 60株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

 2019年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社北川鉄工所

広島県府中市元町７７番地
の１

286,300 ― 286,300 2.97

計 ― 286,300 ― 286,300 2.97
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(2017年５月12日)での決議状況
(取得期間2017年５月15日～2018年４月27日)

150,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式  127,000  299,945,952

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額  23,000  54,048

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)  15.33 0.02
   

当期間における取得自己株式  ―  ―

提出日現在の未行使割合(％)  15.33  0.02
 

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式
(2018年４月１日～2019年３月31日)

1,621 4,210,882

当期間における取得自己株式
(2019年４月１日～2019年５月31日)

70 159,430
 

(注)　当期間における取得自己株式には、2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

 ―  ― ―  ―

消却の処分を行った取得自己株式  ―  ―  ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

 ―  ―  ―  ―

その他
 （単元未満株式の買増請求による売渡
し）

 ― ―  80  187,120

保有自己株式数 286,360 ― 286,350 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式数には、2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの取締役会決議による自

己株式の取得及び単元未満株式の買取りによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つと考えており、将来の事業展開及び経営体質の強

化のため内部留保の充実を図りつつ、連結配当性向30％を目標とした安定した配当を継続することを利益配分の基本

方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。配当の決定機関は、中間配当

は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株あたり90円（うち中間配当

金45円）としております。

内部留保資金の使途につきましては、技術革新対応への設備投資・研究開発投資など、企業体質強化に備えるため

のものであり、将来の企業価値増大への原資と考えております。

 

(注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2018年11月13日
取締役会決議

421 45

2019年６月21日
定時株主総会

421 45
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社では、経営環境の激しい変化に対応すべく、経営の効率化・意思決定の迅速化や経営の透明性の確保が必要

不可欠であると考えております。そのため、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要課題の一つとして位

置付け、企業の健全性を確保し、企業価値の増大を図り、企業の社会的責任を果たす事業活動の展開に努めており

ます。

① 企業統治の体制

イ 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、監査役会設置会社の形態を採用しております。株主をはじめとするステークホルダーのために有効

なコーポレート・ガバナンスを実現するため、以下の体制を構築し、維持・向上に努めております。

取締役会は経営意思決定の最高機関であり、法令、定款、取締役会規程に定める取締役会付議事項の審議を

行っております。当社は、取締役の経営意思決定機能と業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を導入

し、提出日現在、取締役９名、執行役員16名（うち取締役５名が兼務）が就任しております。執行役員は、取

締役会において業務の執行状況を報告、確認し、各カンパニーのマネジメント会議等を通じて取締役会の決定

事項を効率的かつ効果的に執行しております。

また、取締役の職務執行に対する監督機能の強化及び経営の透明性をさらに向上させるとともに、コーポ

レート・ガバナンス体制の充実を図るため、社外取締役として２名が就任しております。

監査役は株主の負託を受けた独立の機関として取締役の職務執行を監査します。監査役は社内の重要会議へ

の出席、重要書類の閲覧など多面的かつ有効な監査活動を展開し、必要な処置を適時講じております。監査役

３名は社外監査役であり、そのうち１名は常勤監査役であります。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任し、経営を監視する体制を充実させていくことが重要であると考

えております。提出日現在、社外取締役として２名、社外監査役３名を選任し、当社経営を監視する体制は、

十分機能していると考えております。また、経営に関する意思決定の透明性を確保し、取締役会によって恣意

的な判断がなされることを防止するために、社外役員会を設置しております。社外役員会は公正で中立的な判

断を可能とするため、社長、経営管理担当取締役のほか、社外取締役２名及び社外常勤監査役１名を取締役会

の決議により選任しております。

当社の業務執行の体制、経営監視及び内部監査の体制は次のとおりであります。
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ロ 内部統制システムの整備の状況

取締役会の運営については取締役会規程に定められており、月１回の定例取締役会の開催と、必要に応じた

臨時取締役会の開催によって、相互の意思疎通を図るとともに、相互の業務執行を監督し、必要に応じ外部の

専門家を起用して法令定款違反行為を未然に防止しております。

また、当社は、取締役の職務執行については監査役会の定める監査の方針及び分担に従い、監査役の監査対

象になっております。

ハ 当社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

グループ会社に年度毎に当社経営基本方針を周知し、当社意向の徹底と課題の共有を行い、毎月の取締役会

においてもグループ各社の状況把握と対策を協議しております。

コンプライアンス体制の基本として、キタガワ企業行動憲章及びキタガワ自主行動基準があり、その運用に

ついてはコンプライアンス規程及びコンプライアンスマニュアルを定めております。取締役会は、内部統制シ

ステムの基本事項及び重要事項を決定し、その構築、維持、向上を推進するとともに、その下部組織としてコ

ンプライアンス委員会を組織して、コンプライアンスに関する個別の課題について協議、決定を行い、合わせ

てコンプライアンスプログラムの策定及び進捗状況の管理を行っております。

当社の企業グループ各社は、キタガワ企業ビジョンを共有し、すべての企業グループに適用するキタガワ企

業行動憲章及びキタガワ自主行動基準をもとに各社で諸規程を定めて業務の運営を行っております。

グループ各社には、各社社長等をコンプライアンス担当責任者として、コンプライアンス体制を構築し、本

社コンプライアンス委員会は各社のコンプライアンス担当者に指導、指示を行っております。

また当社グループは、相談通報体制を設けており、グループ各社を含めコンプライアンス違反があったと

き、行われようとしていることを知ったときには、相談通報窓口に通報できる体制としております。

ニ リスク管理体制の整備の状況

当社を取り巻くリスクとして、経営環境動向、法律対応、製品品質、販売及び調達価格、海外取引、天災事

変など、さまざまな事業上のリスクが想定されます。

全取締役及び全執行役員を委員とするリスク管理委員会を組織し、全社のリスク管理にあたり、業務執行に

係るリスクを認識するために、各部門ごとにリスク管理委員会を設けております。

グループ各社には、各社社長等をリスク管理担当責任者として、リスク管理体制を構築し、本社リスク管理

委員会は各社のリスク管理担当者に指導、指示を行っております。

総体的な経営リスクについては、取締役会、経営会議、カンパニーマネジメント会議にて分析対応を検討し

管理しております。不測の事態が発生したときは社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チーム及び

顧問弁護士等を含んだアドバイザリーチームを組織して迅速に対応し、損害の発生防止及びその極小化に万全

を図っております。

② 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

イ 自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨を定款で定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的とす

るものであります。

ロ 中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配

当をすることができる旨を定款で定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目

的とするものであります。

ハ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって任務を怠ったことによる取締役（取

締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度において免除

することができる旨を定款で定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、期待さ

れる役割を十分発揮できるようにすることを目的とするものであります。
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③ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって決議を行う旨を定款で定めておりま

す。これは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

④ 責任限定契約の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役と

の間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取

締役（業務執行取締役等であるものを除く）または監査役が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないとき

に限られます。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性12名　女性0名　（役員のうち女性の比率0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
会長兼社長

北川　祐治 1957年４月１日生

1983年９月 当社入社

1991年６月 当社取締役

1995年４月 当社常務取締役

1997年４月 当社専務取締役

1999年４月 当社代表取締役専務

2001年４月 当社代表取締役社長

北川冷機株式会社代表取締役社長(現)

2009年４月 株式会社吉舎鉄工所代表取締役社長(現)

2011年10月 府中商工会議所会頭(現)

2016年４月 当社代表取締役社長兼工機事業部長

2016年５月 株式会社北川製作所代表取締役会長(現)

2018年４月 当社代表取締役会長兼社長(現)

※１ 131,079

代表取締役
副会長

キタガワ　マテリア
ル　テクノロジー　カ

ンパニー社長

北川　宏 1958年12月12日生

1981年４月 当社入社

1993年６月 当社取締役

1997年４月 当社常務取締役

2001年４月 当社代表取締役専務

2009年４月 当社代表取締役副社長執行役員東京営業本部

長

2010年４月 当社代表取締役副社長

2012年６月 当社代表取締役副社長　出向

KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V.代表取締役社長

2015年４月 当社代表取締役副社長素形材事業本部長兼　

出向　KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V.代表取締

役社長

2017年４月 当社代表取締役副社長素形材事業本部長兼

KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V.代表取締役会長

2018年４月 当社代表取締役副会長兼キタガワ　マテリア

ル 　テ ク ノ ロ ジ ー 　カ ン パ ニ ー 社 長 兼

KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.代表取締役会長

兼KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V.取締役会長

(現)

※１ 13,728

取締役
常務執行役員

北川 日出夫 1963年３月３日生

1985年４月 当社入社

2001年４月 当社住環境事業部長

2004年10月 当社工機事業部長

2005年６月 当社取締役工機事業部長

2009年４月 当社取締役執行役員営業本部営業推進部長

兼海外営業部長

2010年４月 当社取締役執行役員中国事業準備室長

2011年４月 当社取締役執行役員工機事業部長

2014年４月 当社取締役常務執行役員経営管理本部長

2015年４月 当社取締役常務執行役員経営管理本部長

兼KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.担当

2016年４月 当社取締役常務執行役員経営管理本部長兼

KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.代表取締役会長

2016年９月 当社取締役常務執行役員 出向

KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.代表取締役会長

2017年４月 当社取締役常務執行役員 出向

KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.代表取締役会長

兼社長

2017年４月 当社取締役常務執行役員 出向

KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.代表取締役社長

(現)

※１ 5,706
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
常務執行役員

開発本部長兼新事業推
進本部長

畑島　敏勝 1954年９月25日生

1979年４月 当社入社

2006年４月 当社産業機械事業部開発部長

2006年10月 当社開発部長

2008年４月 当社工機事業部技術部長

2009年４月 当社執行役員開発本部長

2010年４月 当社執行役員工機事業部長兼開発本部長

2011年４月 当社執行役員開発本部長

2015年６月 当社取締役執行役員開発本部長

2016年４月 当社取締役執行役員開発本部長兼工機事業部

副事業部長
2018年４月 当社取締役執行役員開発本部長

2019年４月 当社取締役常務執行役員開発本部長兼新事業

推進本部長(現)

※１ 1,618

取締役
常務執行役員

キタガワ　サン　テッ
ク　カンパニー社長

栗本　和昌 1958年９月21日生

1981年４月 当社入社

2009年４月 当社営業本部環境営業部長

2010年４月 当社執行役員立体駐車場事業部長

2011年４月 当社執行役員立体駐車場事業部長兼営業部長

2012年４月 当社執行役員経営管理本部経営企画室長

2013年４月 当社執行役員開発本部副本部長

2014年４月 当社執行役員東京支店副支店長

2015年４月 当社執行役員東京支店長

2016年６月 当社取締役執行役員東京支店長

2018年４月 当社取締役執行役員キタガワ　サン　テッ

ク　カンパニー社長
2019年４月 当社取締役常務執行役員キタガワ　サン　

テック　カンパニー社長(現)

※１ 3,138

取締役

執行役員

東京支店長

佐藤　靖 1956年４月17日生

1980年４月 当社入社

2003年10月 当社総務部長

2004年10月 当社住環境事業部長

2005年６月 当社取締役住環境事業部長

2009年１月 当社取締役立体駐車場事業部長

2009年４月 当社取締役執行役員立体駐車場事業部長

2010年４月 当社取締役執行役員素形材事業部長

2011年10月 当社取締役執行役員 出向

KITAGAWA(THAILAND)CO.,LTD.代表取締役社長

2015年４月 当社取締役執行役員東日本統括兼素形材事業

本部素形材事業部東京工場長

2016年９月 当社取締役執行役員経営管理本部長

2018年４月 当社取締役執行役員東京支店長(現)

※１ 4,274

取締役
執行役員

経営管理本部長
宇田 育造 1953年２月14日生

2005年４月 株式会社広島銀行福山南支店長

2007年４月 当社入社、経理部長

2007年10月 当社経営管理副担当兼経理部長

2009年４月 当社経営管理本部経理部長

2012年４月 当社執行役員経営管理本部長兼調達本部長

2012年６月 当社取締役執行役員経営管理本部長兼調達本

部長
2014年４月 当社取締役執行役員品質保証本部長兼調達本

部長
2015年４月 当社執行役員品質保証本部長兼調達本部長

2016年６月 当社取締役執行役員品質保証本部長兼調達本

部長
2018年４月 当社取締役執行役員経営管理本部長(現)

※１ 3,634
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役　　（社外） 沼田　治 1947年７月13日生

1972年４月 伊藤萬株式会社入社

2002年６月 住金物産株式会社執行役員

2004年４月 同社常務執行役員

2006年６月 同社取締役常務執行役員

2007年４月 同社取締役専務執行役員

2011年６月 同社代表取締役副社長

2013年６月 同社特別顧問

2014年６月 日鉄住金物産株式会社顧問

2015年６月 当社取締役(現）

※１ 202

取締役　　（社外） 内田　雅敏 1963年10月27日生

1989年４月 マツダ株式会社入社

1997年４月 北川精機株式会社入社

1999年７月 同社代表取締役専務

2007年９月 当社仮監査役

2008年６月 当社監査役

2016年７月 北川精機株式会社代表取締役社長(現)

2019年６月 当社取締役(現)

※１ 814

常勤監査役（社外） 河村　光二 1954年７月９日生

1977年４月 株式会社広島銀行入行

2005年４月 同行府中支店長

2007年10月 同行監査部担当部長

2008年６月 当社常勤監査役(現)

※２ 2,451

監査役
（社外）

貝原　潤司 1949年８月11日生

1974年７月 貝原織布株式会社入社

1991年９月 カイハラ株式会社(社名変更)

取締役副社長

2003年４月 同社代表取締役社長

2014年５月 同社代表取締役副会長(現)

2018年６月 当社監査役(現)

※３ 48

監査役
（社外）

平　浩介 1954年６月６日生

1986年４月 広島県議会議員

1987年１月 クロダルマ株式会社取締役(現)

1997年７月 広島県監査委員

2008年３月 財団法人広島県学校給食会会長兼理事長

2013年４月 公益財団法人広島県学校給食会理事長(名称変

更)(現)

2019年６月 当社監査役(現)

※１ ―

計  166,697
 

　(注) １　代表取締役副会長北川 宏は、代表取締役会長兼社長北川祐治の弟であります。

２　取締役沼田治、内田雅敏は、社外取締役であります。

３　監査役河村光二、貝原潤司、平浩介は、社外監査役であります。

４　当社は、社外取締役の沼田治、内田雅敏、社外監査役の河村光二、貝原潤司、平浩介の５名との間で会社法

第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しております。

５　当社では、経営意思決定機能と業務執行機能を分離し、取締役の経営意思決定機能と業務執行機能の強化を

図るため、執行役員制度を導入し、５名の取締役が執行役員に就任しております。

６　所有株式数は、役員持株会を通じての保有分（１株未満切捨て）を含めた、2019年６月21日現在の状況を記

載しております。

７　※１　2019年６月21日開催の定時株主総会から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までであります。

※２　2016年６月24日開催の定時株主総会から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までであります。

※３　2018年６月22日開催の定時株主総会から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までであります。
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② 社外取締役及び社外監査役

当社は社外取締役を２名選任しております。両名とも長年にわたって経営に携わった豊富な経験と知識を有

しており、取締役の職務執行に対する監督機能の強化及び経営の透明性をさらに向上させ、コーポレート・ガ

バナンス体制の充実を図り、当社の経営に関して有益な助言を行っております。

沼田治氏は、住金物産株式会社で代表取締役、日鉄住金物産株式会社で顧問を経験しておりますが、現在は

退任しております。当社との間に意思決定に関して影響を与え得る重要な取引関係その他の関係はないと認識

しております。

内田雅敏氏は、北川精機株式会社の代表取締役であり、同社は当社の取引先ではありますが、当社との間に

意思決定に関して影響を与え得る重要な取引関係その他の関係はないと認識しております。

監査役３名は、全員が社外監査役であり、金融機関や企業経営者としての経験や見識に基づき、業務執行や

意思決定の適法性・妥当性を確保する立場から適切に監査を実施しております。

河村光二氏は、当社の主要取引銀行である株式会社広島銀行の出身者ですが、同行をすでに退社しており、

当社との間に意思決定に関して影響を与え得る重要な取引関係その他の関係はないと認識しております。

貝原潤司氏は、カイハラ株式会社の代表取締役、また、平浩介氏は、公益財団法人広島県学校給食会理事長

でありますが、当社との間に意思決定に関して影響を与え得る重要な取引関係その他の関係はないと認識して

おります。

当社は、社外取締役及び社外監査役の独立性確保の要件につきましては、金融商品取引所が定める独立性に

関する判断基準を参考に、当社独自の社外役員独立性基準を定めております。一般株主との利益相反が生じる

おそれがなく、人格、識見とも優れ、また、他社の経営者として豊富な経験を有するなど、会社業務の全般に

わたって経営を監視する立場に適した人材を選任しております。なお、当社が定める社外役員独立性基準は次

のとおりであります。

「社外役員独立性基準」

　当社の社外役員が、次のいずれかの項目に該当する場合、独立性に欠けるものと判断します。

１．当社及び当社の関係会社(以下、併せて「当社グループ」という)の業務執行者(注１)

２．当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者（注２）

３．当社グループの主要な取引先である者又はその業務執行者（注３）

４．当社の大株主(総議決権の10%以上の議決権を直接又は間接的に保有している者)又はその業務執行者

５．当社グループが総議決権の10%以上の議決権を直接又は間接的に保有している者又はその業務執行者

６．当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者

７．当社グループから役員報酬以外に直近３事業年度における年間平均1,000万円以上の金銭その他の財産を

得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家

８．上記１．から７．までの重要な者(注４)の配偶者または2親等以内の親族、同居の親族である者

 
　注１：「業務執行者」とは、会社法施行規則第2条第3項第6号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締役

のみでなく、使用人を含む。監査役は含まれない。

　注２：「当社グループを主要な取引先とする者」とは、その者の直近3事業年度における年間平均売上高の

２%以上の額の支払いを当社グループから受けた者をいう

　注３：「当社グループの主要な取引先である者」とは、当社グループに対して、当社グループの直近3事業年

度における年間平均売上２%以上の額の支払いを行っている者をいう

　注４：「重要な者」とは、各会社・取引先の取締役(社外取締役を除く)・執行役・部長、監査法人に所属す

る公認会計士、法律事務所に所属する弁護士等をいう。

 

③ 社外取締役及び社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

監査役は、全員、社外監査役であり、社外取締役及び会計監査人並びに内部監査室と、それぞれ定期的に会

合を開き、積極的に意見及び情報の交換を行うほか、必要に応じて往査に立会う等、連携を保ちながら監査の

実効性を高めております。

また、内部統制推進会議において、内部統制推進担当者から報告を受け、推進状況の監査を行っておりま

す。
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(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

監査役は、取締役、内部監査室等と意思疎通を図り、取締役会等の重要会議への出席や重要書類の閲覧の

他、支店、工場及びグループ会社への往査等を通じて、経営全般にわたる提言、助言、勧告を行っておりま

す。監査役会は、2018年度は14回開催し、期中監査計画の決定、監査結果の報告、情報交換等を行っておりま

す。

② 内部監査の状況

内部監査は、社長直轄組織である内部監査室（人員５名）を設置し、社内各部門の業務活動が法令、諸規程

等に準拠し、適正に運営されているか、主に財務報告の信頼性確保の観点から活動しております。

③ 会計監査の状況

a．監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

b．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　小松原浩平、福田真也

c．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士11名、その他４名

d．監査法人を選定した理由

当社が、会計監査人として、有限責任 あずさ監査法人を選定した理由は、同法人の独立性、品質管理体

制、専門性を総合的に勘案した結果、適任と判断したためであります。

e．監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社監査役会は、監査役会で定めている「会計監査人の（再任・選任）についての検討事項」に基づき、会

社法への適格性、金融庁・日本公認会計士協会等からの処分の有無、監査法人の品質管理、監査チーム、監査

報酬等、監査役とのコミュニケーション、経営者との関係、グループ監査、不正リスク、監査の方法と結果の

相当性、執行部の考え方等の観点から検討した結果、会計監査人として相当であると評価しております。

④ 監査報酬の内容等

「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」（平成31年１月31日　内閣府令第３号）

による改正後の「企業内容等の開示に関する内閣府令」第二号様式記載上の注意(56)ｄ(f)ⅰからⅲの規定に経

過措置を適用しております。

a．監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 48 0 48 0

連結子会社 ― ― ― ―

計 48 0 48 0
 

当社における非監査業務の内容は、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法」に基づく賦課金に係る特例の認定の申請をするために業務契約を締結しております。
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b．その他重要な報酬の内容

前連結会計年度

前連結会計年度において、当社連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している

KPMGグループに対して、主として監査証明業務に基づく報酬 ５百万円を支払っております。

当連結会計年度

当連結会計年度において、当社連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している

KPMGグループに対して、主として監査証明業務に基づく報酬 ５百万円を支払っております。

c．監査報酬の決定方針

該当事項はありません。

d．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社監査役会は、取締役及び経理部ならびに会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取等を通じて、

会計監査人の職務の執行状況、監査計画の内容、報酬の見積根拠等を検討し、総合的に勘案した結果、会計監

査人の報酬等は相当であると判断し、同意を行っております。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

取締役及び監査役の報酬については、株主総会の決議により、取締役全員及び監査役全員のそれぞれの報酬

総額の最高限度額を決定しております。各取締役の報酬額は、社外役員を中心に構成する社外役員会におい

て、当社の定める役員の報酬ガイドラインに基づいた運用を行うことの審議を行っております。

 
② 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く。）

184 124 ― 59 ― 7

監査役
（社外監査役を除く。）

― ― ― ― ― ―

社外役員 38 31 ― 6 ― 6
 

(注) １　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２　取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第96期定時株主総会において年額 500百万円以内と決

議をいただいております。

３　監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第96期定時株主総会において年額 50百万円以内と決

議をいただいております。

４　報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額 66百万円（取締役７名に対して 59百万

円、監査役３名に対して ６百万円）が含まれております。

 
③ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者の氏名・権限・裁量の範囲等

各取締役の報酬額については、社外役員会が報酬ガイドラインに基づき審議の上合意した内容をもとに取締

役会の授権を受けた代表取締役会長兼社長　北川祐治が決定しております。また、各監査役の報酬額は、監査

役の協議により決定しております。

 

(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、専ら

株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的とする株式を純投資目的の投資株式とし、それ

以外の株式を純投資目的以外の投資株式として区分しています。純投資目的の投資株式につきましては、保有し

ておらず、純投資目的以外の投資株式につきましては、基本的には当社の取引先を対象として一定数の株式を保

有しております。

 
② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、中長期的な視点で取引先との安定的な取引関係の維持や企業価値向上に資する必要最低限の政策保有

株式を保有しております。個別の政策保有株式につきましては、毎年、取締役会において、保有目的の合理性や

保有に伴う便益やリスクなどを検証し、その検証結果を踏まえて保有の可否を判断しております。
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ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 13 93

非上場株式以外の株式 24 3,130
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 3 8 取引先持株会を通じた株式の取得。
 

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

 
ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

特定投資株式

 

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果（注１）
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

㈱山善
577,495 572,709

キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー
の代理店であり、取引関係の維持および販売
強化を図る。株式数が増加した理由は取引先
持株会を通じた株式の取得。

有
673 636

日鉄住金物産㈱
（注２）

79,488 79,488
海外子会社の共同出資先であり、キタガワ　
マテリアル　テクノロジー　カンパニーにお
ける資材購入先でもあり、協力関係の維持を
図る。

有
357 468

㈱広島銀行
467,000 467,000 当社の主要取引銀行であり、良好な関係の維

持を図る。
有

263 374

オークマ㈱
44,000 44,000 商社を通じて標準チャックの販売や工作機械

の購入があり、取引関係の維持・拡大を図
る。

有
263 275

㈱鶴見製作所
120,000 120,000 今後の共同開発などによる、取引強化の為、

協力関係の維持を図る。
有

237 224

㈱クボタ
147,000 147,000 キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カン

パニーの取引先であり、取引関係の維持およ
び販売強化を図る。

有
235 273

リョービ㈱
88,600 88,600 地元企業で、地域の社会活動などに対する相

談等を行っている。
有

220 248

アマノ㈱
82,800 82,800

キタガワ　サン　テック　カンパニー及びキ
タガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパ
ニーの仕入先であり、取引関係の維持・強化
を図る。

有
215 237

㈱中電工
66,500 66,500 キタガワ　サン　テック　カンパニーの取引

先であり、取引関係の維持・強化を図る。
有

150 191

西川ゴム工業㈱
74,000 74,000 広島県企業であり、タイ、メキシコへ進出さ

れており、現地情報の入手など協力関係を図
る。

有
138 181

新東工業㈱
104,800 104,800 キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カン

パニーの取引先であり、取引関係の維持・強
化を図る。

有
99 116

マツダ㈱
44,131 44,131 地元メーカーを通じて取引があるため、取引

関係の維持・拡大を図る。
無

54 62

北川精機㈱
98,000 98,000 地元企業であり、地域の社会活動など多岐に

わたる協力関係の構築を図る。
無

47 51

前田建設工業㈱
33,000 33,000 キタガワ　サン　テック　カンパニーの取引

先であり、取引関係の維持および販売拡大を
図る。

無
36 41
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㈱みずほフィナ
ンシャルグルー
プ（注３）

146,561 146,561 当社の取引先であり、取引関係の維持・強化
を図る。

無
25 28

ＤＭＧ森精機㈱
16,793 15,693

商社を通じて標準チャックの販売や工作機械
の購入があり、取引関係の維持・拡大を図
る。株式数が増加した理由は取引先持株会を
通じた株式の取得。

無
22 31

日精樹脂工業㈱
20,000 20,000 以前にキタガワ　マテリアル　テクノロ

ジー　カンパニーでの取引があり、取引関係
の維持・拡大を図る。

無
18 28

㈱トミタ
16,574 15,419

キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー
の取引先であり、取引関係の維持および販売
強化を図る。株式数が増加した理由は取引先
持株会を通じた株式の取得。

無
16 18

㈱自重堂
2,100 2,100 地元企業であり、取引先となっている為、取

引関係の維持を図る。
無

15 18

三谷セキサン㈱
4,600 4,600 キタガワ　サン　テック　カンパニーの取引

先であり、取引関係の維持および販売拡大を
図る。

無
13 11

㈱トクヤマ
4,000 4,000 キタガワ　サン　テック　カンパニーの取引

先であり、取引関係の維持および販売拡大を
図る。

無
10 13

五洋建設㈱
12,100 12,100 キタガワ　サン　テック　カンパニーの取引

先であり、取引関係の維持および販売拡大を
図る。

無
6 9

㈱百十四銀行
（注４）

2,100 21,000 当社の取引先であり、取引関係の維持・強化
を図る。

無
4 7

シチズン時計㈱
3,990 3,990 グループに工作機械製造メーカーがあり、キ

タガワ　グローバル　ハンド　カンパニーの
販売強化を図る。

無
2 3

 

(注) １　当社は、特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難であるため、保有の合理性を検証した方法に

ついて記載しております。政策保有株式の保有の合理性については、毎期、取締役会において2019年３月31

日を基準として銘柄毎に保有の意義を検証し、現状保有する政策保有株式はいずれも保有方針に沿った目的

で保有していることを確認しております。

２　日鉄住金物産㈱は、2019年４月１日付で日鉄物産㈱に商号変更しております。

３　㈱みずほフィナンシャルグルーブは、当社の株式を保有しておりませんが、グループ会社である㈱みずほ銀

行、みずほ信託銀行㈱、みずほ証券㈱は当社の株式を保有しております。

４　㈱百十四銀行は、2018年10月１日付で普通株式10株を１株の割合で株式併合を行っております。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 
④　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 
⑤　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報のうち、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成30年３月23日内閣府令

第７号。以下「改正府令」という。）による改正後の連結財務諸表規則第15条び５第２項第２号及び同条第３項に

係るものについては、改正府令附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2018年４月１日から2019年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2018年４月１日から2019年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任 あずさ監

査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財

団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準設定主体等の行う研修に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,179 7,721

  受取手形及び売掛金 ※4  11,270 ※4  12,399

  電子記録債権 ※4  6,040 ※4  7,245

  商品及び製品 3,322 3,704

  仕掛品 2,970 4,451

  原材料及び貯蔵品 1,778 2,189

  その他 584 270

  貸倒引当金 △16 △18

  流動資産合計 36,128 37,962

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※2  15,630 ※2  15,753

    減価償却累計額 △8,649 △9,043

    建物及び構築物（純額） 6,980 6,709

   機械装置及び運搬具 ※2  44,803 ※2  49,325

    減価償却累計額 △31,895 △33,765

    機械装置及び運搬具（純額） 12,907 15,559

   土地 ※2  3,688 ※2  3,737

   リース資産 1,072 978

    減価償却累計額 △686 △661

    リース資産（純額） 386 317

   建設仮勘定 3,804 1,750

   その他 2,332 2,568

    減価償却累計額 △1,851 △2,009

    その他（純額） 480 559

   有形固定資産合計 28,248 28,633

  無形固定資産 493 503

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  3,857 ※1  3,441

   繰延税金資産 389 687

   退職給付に係る資産 2,031 1,880

   その他 537 395

   貸倒引当金 △52 △51

   投資その他の資産合計 6,762 6,354

  固定資産合計 35,504 35,490

 資産合計 71,633 73,453
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※4  5,497 ※4  5,956

  電子記録債務 4,899 5,599

  短期借入金 3,481 3,317

  1年内返済予定の長期借入金 ※2  2,878 ※2  3,338

  リース債務 139 119

  未払法人税等 706 1,125

  賞与引当金 624 656

  役員賞与引当金 51 66

  その他 4,556 4,803

  流動負債合計 22,832 24,984

 固定負債   

  長期借入金 ※2  6,748 ※2  4,960

  リース債務 267 216

  繰延税金負債 49 0

  環境対策引当金 220 219

  退職給付に係る負債 5,202 5,310

  その他 139 132

  固定負債合計 12,627 10,839

 負債合計 35,459 35,823

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,640 8,640

  資本剰余金 5,113 5,113

  利益剰余金 19,150 21,861

  自己株式 △607 △611

  株主資本合計 32,296 35,003

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,732 1,433

  繰延ヘッジ損益 △0 0

  為替換算調整勘定 1,603 1,206

  退職給付に係る調整累計額 △797 △1,369

  その他の包括利益累計額合計 2,538 1,270

 非支配株主持分 1,339 1,355

 純資産合計 36,173 37,629

負債純資産合計 71,633 73,453
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

売上高 56,051 60,339

売上原価 ※2  45,107 ※2  48,602

売上総利益 10,944 11,737

販売費及び一般管理費 ※1,※2  6,459 ※1,※2  6,274

営業利益 4,484 5,463

営業外収益   

 受取利息 34 34

 受取配当金 77 92

 持分法による投資利益 196 ―

 為替差益 79 24

 不動産賃貸料 52 52

 スクラップ売却益 171 227

 その他 223 203

 営業外収益合計 835 635

営業外費用   

 支払利息 117 95

 持分法による投資損失 ― 12

 売上割引 27 35

 その他 22 21

 営業外費用合計 166 165

経常利益 5,152 5,932

特別損失   

 固定資産売却損 ※3  12 ―

 固定資産除却損 ※4  125 ※4  59

 特別損失合計 138 59

税金等調整前当期純利益 5,014 5,873

法人税、住民税及び事業税 1,403 1,941

法人税等調整額 33 37

法人税等合計 1,436 1,978

当期純利益 3,577 3,894

非支配株主に帰属する当期純利益 85 40

親会社株主に帰属する当期純利益 3,492 3,854
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

当期純利益 3,577 3,894

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 248 △298

 繰延ヘッジ損益 △0 0

 為替換算調整勘定 155 △426

 退職給付に係る調整額 14 △569

 持分法適用会社に対する持分相当額 0 △6

 その他の包括利益合計 ※1  418 ※1  △1,301

包括利益 3,996 2,593

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 3,954 2,586

 非支配株主に係る包括利益 41 7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 2017年４月１日　至 2018年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,640 5,113 16,227 △302 29,677

当期変動額      

剰余金の配当   △569  △569

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  3,492  3,492

自己株式の取得    △304 △304

自己株式の処分     ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 2,922 △304 2,618

当期末残高 8,640 5,113 19,150 △607 32,296
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係

る調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 1,483 0 1,402 △810 2,076 1,159 32,913

当期変動額        

剰余金の配当       △569

親会社株主に帰属す

る当期純利益
      3,492

自己株式の取得       △304

自己株式の処分       ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

248 △0 201 12 461 179 641

当期変動額合計 248 △0 201 12 461 179 3,259

当期末残高 1,732 △0 1,603 △797 2,538 1,339 36,173
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 当連結会計年度(自 2018年４月１日　至 2019年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,640 5,113 19,150 △607 32,296

当期変動額      

剰余金の配当   △1,142  △1,142

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  3,854  3,854

自己株式の取得    △4 △4

自己株式の処分     ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 2,711 △4 2,707

当期末残高 8,640 5,113 21,861 △611 35,003
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係

る調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 1,732 △0 1,603 △797 2,538 1,339 36,173

当期変動額        

剰余金の配当       △1,142

親会社株主に帰属す

る当期純利益
      3,854

自己株式の取得       △4

自己株式の処分       ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△298 0 △397 △572 △1,267 16 △1,251

当期変動額合計 △298 0 △397 △572 △1,267 16 1,455

当期末残高 1,433 0 1,206 △1,369 1,270 1,355 37,629
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 5,014 5,873

 減価償却費 3,083 3,434

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0

 賞与引当金の増減額（△は減少） 50 32

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6 15

 環境対策引当金の増減額（△は減少） △1 △0

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 65 114

 受取利息及び受取配当金 △112 △127

 支払利息 117 95

 持分法による投資損益（△は益） △196 12

 有形固定資産売却損益（△は益） 12 ―

 有形固定資産除却損 125 59

 売上債権の増減額（△は増加） 146 △2,353

 たな卸資産の増減額（△は増加） 279 △2,301

 仕入債務の増減額（△は減少） 985 1,172

 未払消費税等の増減額（△は減少） △184 88

 その他 △166 133

 小計 9,223 6,248

 利息及び配当金の受取額 112 134

 利息の支払額 △121 △97

 法人税等の支払額 △1,655 △1,551

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,558 4,733

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △5,218 △4,345

 投資有価証券の取得による支出 △7 △8

 貸付金の回収による収入 116 90

 その他 78 △69

 投資活動によるキャッシュ・フロー △5,031 △4,333

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 62 △159

 長期借入れによる収入 2,050 1,500

 長期借入金の返済による支出 △3,290 △2,900

 自己株式の取得による支出 △304 △4

 リース債務の返済による支出 △145 △132

 配当金の支払額 △569 △1,142

 非支配株主からの払込みによる収入 137 9

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,060 △2,830

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16 △37

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 450 △2,467

現金及び現金同等物の期首残高 9,526 9,977

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  9,977 ※1  7,509
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

　　連結子会社の数

8社

　連結子会社の名称

北川冷機㈱、㈱北川製作所、㈱吉舎鉄工所、㈱AileLinX、KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD.、

KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V.、北川(瀋陽)工業機械製造有限公司、上海北川鉄社貿易有限公司

　なお、当連結会計年度において、㈱AileLinXを設立し、連結子会社としております。

 
２　持分法の適用に関する事項

(１)持分法適用の関連会社数

3社

　会社の名称

㈱ケーブル・ジョイ、KITAGAWA EUROPE LTD.、KITAGAWA-NORTHTECH INC.

(２)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

 会社名  決算日

㈱吉舎鉄工所 １月20日

㈱AileLinX 12月31日

KITAGAWA (THAILAND) CO.,LTD. 12月31日

KITAGAWA MEXICO,S.A.DE C.V. 12月31日

北川(瀋陽)工業機械製造有限公司 12月31日

上海北川鉄社貿易有限公司 12月31日
 

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結決算上必要な調整を行っております。

 

４　会計方針に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平

均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

ただし、キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニーは、主として売価還元法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
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(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附

属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており

ます。

在外連結子会社は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～12年
 

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）とする定額法を採

用しております。

　

(３)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

また在外連結子会社は、特定の債権について個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

④　環境対策引当金

当社及び国内連結子会社は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって

処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、処理費用見込額を計上しております。

 
(４)退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(５)重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積もりは原価比例法）を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　

(６)重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  外貨建債権債務

金利スワップ  借入金
 

③　ヘッジ方針

外貨建債権債務の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスクを軽減す

る目的で金利スワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件は同一であり、かつ、ヘッジ開始以降も継続して相場変動又は

キャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

　

(７)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

　

(８)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(未適用の会計基準等)

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日）

　　

(１) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

　

(２) 適用予定日

2022年３月期の期首より適用予定であります

　

(３) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(表示方法の変更)

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日。以下「税効果会計基準一

部改正」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金

負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、税効果会計関係注記を変更しました。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」376百万円、「投資その他の

資産」の「繰延税金資産」27百万円、「固定負債」の「繰延税金負債」63百万円は、「投資その他の資産」の「繰延税

金資産」389百万円、「固定負債」の「繰延税金負債」49百万円にそれぞれ組替えて表示しております。

　また、税効果会計関係注記において、税効果会計基準一部改正第３項から第５項に定める「税効果会計に係る会計基

準」注解(注８)（評価性引当額の合計額を除く。）及び同注解(注９)に記載された内容を追加しております。

　ただし、当該内容のうち前連結会計年度に係る内容については、税効果会計基準一部改正第７項に定める経過的な取

扱いに従って記載しておりません。

 

(連結貸借対照表関係)

　前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記録債権」及び「流動負債」

の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債務」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲

記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行って

おります。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に表示していた

17,310百万円は、「受取手形及び売掛金」11,270百万円、「電子記録債権」6,040百万円として、「流動負債」の「支払

手形及び買掛金」に表示していた10,396百万円は、「支払手形及び買掛金」5,497百万円、「電子記録債務」4,899百万

円として組替えて表示しております。

 

(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

投資有価証券(株式) 201百万円 207百万円
 

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

建物及び構築物 842百万円 852百万円

機械装置及び運搬具 728百万円 716百万円

土地 714百万円 714百万円

計 2,286百万円 2,283百万円
 

 

上記のうち工場財団抵当に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

建物及び構築物 785百万円 799百万円

機械装置及び運搬具 728百万円 716百万円

土地 594百万円 594百万円

計 2,109百万円 2,109百万円
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担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

1年内返済予定の長期借入金 157百万円 317百万円

長期借入金 2,456百万円 2,139百万円

計 2,614百万円 2,456百万円
 

 

上記のうち工場財団抵当に対応する担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

1年内返済予定の長期借入金 157百万円 317百万円

長期借入金 2,396百万円 2,079百万円

計 2,554百万円 2,396百万円
 

 

３　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

㈱ケーブル・ジョイ 27百万円 22百万円
 

 

※４　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

受取手形 245百万円 87百万円

電子記録債権 453百万円 129百万円

支払手形 1百万円 1百万円
 

 

(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

運賃及び荷造費 792百万円 852百万円

従業員給料及び賞与 2,475百万円 2,471百万円

賞与引当金繰入額 177百万円 184百万円

役員賞与引当金繰入額 51百万円 66百万円

退職給付費用 116百万円 29百万円

減価償却費 200百万円 123百万円
 

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

476百万円 544百万円
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※３　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

建物及び構築物 0百万円 ―百万円

機械装置及び運搬具 12百万円 ―百万円

建設仮勘定 0百万円 ―百万円

計 12百万円 ―百万円
 

 

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

建物及び構築物 13百万円 4百万円

機械装置及び運搬具 83百万円 49百万円

その他 28百万円 5百万円

計 125百万円 59百万円
 

 

(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

　当期発生額 357百万円 △428百万円

　組替調整額 ―百万円 ―百万円

　　税効果調整前 357百万円 △428百万円

　　税効果額 △109百万円 129百万円

　　その他有価証券評価差額金 248百万円 △298百万円

繰延ヘッジ損益   

　当期発生額 △1百万円 0百万円

　組替調整額 ―百万円 ―百万円

　　税効果調整前 △1百万円 0百万円

　　税効果額 0百万円 △0百万円

　　繰延ヘッジ損益 △0百万円 0百万円

為替換算調整勘定   

　当期発生額 155百万円 △426百万円

退職給付に係る調整額   

　当期発生額 △154百万円 △828百万円

　組替調整額 171百万円 4百万円

　　税効果調整前 17百万円 △823百万円

　　税効果額 △3百万円 253百万円

　　退職給付に係る調整額 14百万円 △569百万円

持分法適用会社に対する
持分相当額

  

　当期発生額 0百万円 △6百万円

その他の包括利益合計 418百万円 △1,301百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 9,650 ― ― 9,650

合計 9,650 ― ― 9,650

自己株式     

普通株式 155 129 ― 284

合計 155 129 ― 284
 

(注)　１　2017年５月12日の取締役会決議による自己株式の取得　127千株

２　単元未満株式の買取による増加　２千株
　

２　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2017年６月23日
定時株主総会

普通株式 569百万円 60円 2017年３月31日 2017年６月26日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2018年６月22日
定時株主総会

普通株式 721百万円 利益剰余金 77円 2018年３月31日 2018年６月25日
 

(注)　2018年６月22日開催の定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創業100周年記念配当７円を含んでおり

ます。
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当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 9,650 ― ― 9,650

合計 9,650 ― ― 9,650

自己株式     

普通株式 284 1  ― 286

合計 284 1  ― 286
 

(注)　単元未満株式の買取による増加　 1千株

 

２　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2018年６月22日
定時株主総会

普通株式 721百万円 77円 2018年３月31日 2018年６月25日

2018年11月13日 
取締役会

普通株式 421百万円 45円 2018年９月30日 2018年12月３日
 

(注)　2018年６月22日開催の定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創業100周年記念配当７円を含んでおり

ます。

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2019年６月21日
定時株主総会

普通株式 421百万円 利益剰余金 45円 2019年３月31日 2019年６月24日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

現金及び預金勘定 10,179百万円 7,721百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △202百万円 △211百万円

現金及び現金同等物 9,977百万円 7,509百万円
 

　
２　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産及び債務の額

36百万円 68百万円
 

 

 
(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

主にキタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニーにおける生産設備（機械装置及び運搬具）であ

ります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(２)重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載の通りであります。
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達については銀行等

金融機関からの借入による方針であります。デリバティブ取引は、ヘッジ目的以外には行わないものとしておりま

す。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外に事

業を展開していることで生じる一部の外貨建営業債権は、為替変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に取引先企業との業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの

であります。

デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引

及び借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。なお、

ヘッジ会計に関するヘッジ手段、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、「連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項　４ 会計方針に関する事項　(6) 重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先等の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権について、営業部門において主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、同様の管理を行っておりま

す。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により

表わされております。

②  市場リスク(為替等の変動リスク)の管理

当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として

先物為替予約を利用してヘッジしております。

また、借入金に係る支払利息の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部門からの報告等に基づき財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、相当額の手許

流動性を維持し、流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)２を参照ください。)。
 

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 10,179 10,179 ―

(2) 受取手形及び売掛金 11,270 11,270 ―

(3) 電子記録債権 6,040 6,040 ―

(4) 投資有価証券 3,552 3,552 ―

資産計 31,042 31,042 ―

(1) 支払手形及び買掛金 5,497 5,497 ―

(2) 電子記録債務 4,899 4,899 ―

(3) 短期借入金 3,481 3,481 ―

(4) 1年内返済予定の長期借入金 2,878 2,878 ―

(5) 長期借入金 6,748 6,881 132

(6) リース債務 407 411 4

負債計 23,911 24,048 137

デリバティブ取引 △0 △0 ―
 

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

 時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 7,721 7,721 ―

(2) 受取手形及び売掛金 12,399 12,399 ―

(3) 電子記録債権 7,245 7,245 ―

(4) 投資有価証券 3,130 3,130 ―

資産計 30,496 30,496 ―

(1) 支払手形及び買掛金 5,956 5,956 ―

(2) 電子記録債務 5,599 5,599 ―

(3) 短期借入金 3,317 3,317 ―

(4) 1年内返済予定の長期借入金 3,338 3,338 ―

(5) 長期借入金 4,960 5,083 123

(6) リース債務 335 338 2

負債計 23,509 23,635 126

デリバティブ取引 0 0 ―
 

(注)　１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4) 投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
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負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金、(4) 1年内返済予定の長期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(5) 長期借入金、(6)リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。デリバティブ取引の

時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。また、為替予約の振当処理に

よるものは、ヘッジ対象とされている債権債務と一体として処理されているため、その時価は、当該債

権債務の時価に含めて記載しております。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象と

されている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて

記載しております。
　

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
(単位：百万円)

区分 2018年３月31日 2019年３月31日

非上場株式 103 103

関係会社株式 201 207

合計 304 311
 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローが約定されておらず、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。
　

３　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）

 １年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 10,179 ― ― ―

受取手形及び売掛金 11,270 ― ― ―

電子記録債権 6,040 ― ― ―

合計 27,489 ― ― ―
 

　

当連結会計年度（2019年３月31日）

 １年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 7,721 ― ― ―

受取手形及び売掛金 12,399 ― ― ―

電子記録債権 7,245 ― ― ―

合計 27,366 ― ― ―
 

 

４　短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）

 １年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 3,481 ― ― ― ― ―

長期借入金 2,878 3,320 1,403 603 703 716

リース債務 139 108 85 28 31 14

合計 6,498 3,428 1,488 632 734 731
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当連結会計年度（2019年３月31日）

 １年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 3,317  ― ― ― ― ―

長期借入金 3,338 1,413 613 713 1,749 470

リース債務 119 95 39 32 24 24

合計 6,775 1,509 653 745 1,773 494
 

 

(有価証券関係)

前連結会計年度（2018年３月31日）

その他有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 3,545 1,160 2,384

小計 3,545 1,160 2,384

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 7 7 △0

小計 7 7 △0

合計 3,552 1,168 2,384
 

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

その他有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 3,125 1,169 1,956

小計 3,125 1,169 1,956

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 4 7 △2

小計 4 7 △2

合計 3,130 1,176 1,953
 

 

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(2018年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

当連結会計年度(2019年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び一部国内連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制

度及び退職一時金制度を、また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算し

ております。

　

２　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

退職給付債務の期首残高 14,558 14,530
勤務費用 551 563
利息費用 53 43
数理計算上の差異の発生額 213 405
退職給付の支払額 △847 △894

退職給付債務の期末残高 14,530 14,648
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

年金資産の期首残高 11,322 11,562
期待運用収益 481 629
数理計算上の差異の発生額 58 △422
事業主からの拠出額 210 209
退職給付の支払額 △509 △541

年金資産の期末残高 11,562 11,436
 

　

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 239 203

退職給付費用 17 27

退職給付の支払額 △60 △21

その他（為替） 7 9

退職給付に係る負債の期末残高 203 218
 

 

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 9,530 9,556

年金資産 △11,562 △11,436

 △2,031 △1,880

非積立型制度の退職給付債務 5,202 5,310

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,170 3,430

退職給付に係る負債 5,202 5,310

退職給付に係る資産 △2,031 △1,880

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,170 3,430
 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。
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(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

勤務費用 551 563

利息費用 53 43

期待運用収益 △481 △629

数理計算上の差異の費用処理額 321 153

過去勤務費用の費用処理額 △149 △149

簡便法で計算した退職給付費用 17 27

確定給付制度に係る退職給付費用 313 10
 

　
(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

過去勤務費用 △149 △149

数理計算上の差異 166 △674

合計 17 △823
 

　
(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

未認識過去勤務費用 △166 △17

未認識数理計算上の差異 1,317 1,994

合計 1,150 1,977
 

　
(8) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

債券 48.2% 47.4%

株式 51.1% 51.2%

現金及び預金 0.5% 1.1%

その他 0.2% 0.3%

合計 100.0% 100.0%
 

　
②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
　

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当連結会計年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

割引率 0.37% 0.30%

長期期待運用収益率 4.25% 5.44%

予想昇給率 6.09% 6.46%
 

　(注) 予想昇給率は、退職ポイントの平均昇給率であります。

　
３　確定拠出制度

当社及び一部国内連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度 22百万円、当連結会計年度 25百万

円であります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

繰延税金資産   

減損損失 187百万円 189百万円

投資有価証券 149百万円 149百万円

未払事業税 58百万円 83百万円

賞与引当金 189百万円 200百万円

環境対策引当金 67百万円 66百万円

退職給付に係る負債 1,570百万円 1,600百万円

税務上の繰越欠損金　(注)２ 1,086百万円 668百万円

その他 284百万円 377百万円

繰延税金資産小計 3,593百万円 3,336百万円

税務上の繰越欠損金に係る
評価制引当額　(注)２

― △468百万円

将来減算一時差異等の
合計に係る評価制引当額

― △578百万円

評価性引当額小計　(注)１ △1,347百万円 △1,047百万円

繰延税金資産合計 2,245百万円 2,288百万円

繰延税金負債   

退職給付に係る資産 △618百万円 △572百万円

固定資産圧縮積立金 △219百万円 △214百万円

為替差益 △407百万円 △251百万円

留保利益金 △7百万円 △39百万円

その他有価証券評価差額金 △652百万円 △522百万円

繰延税金負債合計 △1,905百万円 △1,601百万円

繰延税金資産の純額 340百万円 687百万円
 

(注) １．評価性引当額が300百万円減少しております。この減少の主な要因は、連結子会社において税務上の繰越欠

損金に係る評価性引当額を348百万円取り崩したことに伴うものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

当連結会計年度（2019年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 13 23 85 113 151 280 668百万円

評価性引当額 △13 △23 △85 △113 △151 △81 △468百万円

繰延税金資産 ― ― ― ― ― 199 (b) 199百万円
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b) 税務上の繰越欠損金668百万円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産199百万円を計上してお

ります。当該繰延税金資産199百万円は、連結子会社における税務上の繰越欠損金の残高199百万円（法定実

効税率を乗じた額）の全額について認識したものであります。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠

損金は、2015年３月期に税引前当期純損失を535百万円計上したことにより生じたものであり、将来の課税

所得の見込みにより、回収可能と判断し評価性引当額を認識しておりません。
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

法定実効税率 30.7％ 30.5％

（調整）   

関連会社持分法損益 △1.2％ 0.1％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.5％ 1.0％

住民税均等割 0.5％ 0.4％

税額控除 △1.9％ △0.9％

評価性引当額の増減 △1.3％ △5.1％

繰越欠損金の期限切れ ― 4.3％

過年度法人税等 ― 2.8％

その他 1.4％ 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

28.7％ 33.7％
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価する為に、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、製品・サービス別の製造販売体制を置き、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは、製造販売体制を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「キタ

ガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー」「キタガワ　サン　テック　カンパニー」「キタガワ　グローバ

ル　ハンド　カンパニー」の３つを報告セグメントとしております。

「キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー」は、自動車部品及び各種機械部品の製造販売をしており

ます。「キタガワ　サン　テック　カンパニー」は、コンクリートミキサ、コンクリートプラント、クレーン、環

境関連設備、リサイクルプラント及び自走式立体駐車場等の製造販売をしております。「キタガワ　グローバル　

ハンド　カンパニー」は、旋盤用チャック、油圧回転シリンダ、NC円テーブル、パワーバイス及びグリッパ等の製

造販売をしております。

 
　報告セグメントの変更等に関する事項

当連結会計年度より、カンパニー制の導入に伴い、次のとおり各セグメントの名称を変更しております。

カンパニー名称 事業内容

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー
( Kitagawa Material Technology Company ）

金属素形材事業

キタガワ　サン　テック　カンパニー
( Kitagawa Sun Tech Company ）

産業機械事業

キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー
( Kitagawa Global hand Company ）

工作機器事業
 

 
２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

セグメント間の内部売上高及び振替高は、セグメント別の原価に基づいております。

報告セグメントごとの業績をより適切に反映させるため、全社費用の配分基準を見直し、事業セグメントの利益

又は損失の算定方法の変更を行っており、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の損益の算定方法

により作成したものを記載しております。
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３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
キタガワ
マテリアル
テクノロジー
カンパニー

キタガワ
サン
テック

カンパニー

キタガワ
グローバル
ハンド

カンパニー

計

売上高       

  外部顧客への売上高 26,699 16,906 12,445 56,051 － 56,051

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

189 105 3 298 － 298

計 26,889 17,011 12,449 56,350 － 56,350

セグメント利益又は損失
（△）

979 1,966 2,469 5,416 － 5,416

セグメント資産 30,833 11,586 11,742 54,163 － 54,163

その他の項目       

  減価償却費 2,292 138 417 2,848 － 2,848

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

5,209 147 516 5,873 － 5,873
 

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
キタガワ
マテリアル
テクノロジー
カンパニー

キタガワ
サン
テック

カンパニー

キタガワ
グローバル
ハンド

カンパニー

計

売上高       

  外部顧客への売上高 29,202 18,308 12,812 60,323 16 60,339

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

229 1 5 235 － 235

計 29,432 18,309 12,817 60,559 16 60,575

セグメント利益又は損失
（△）

1,590 2,165 2,627 6,383 △85 6,298

セグメント資産 32,486 14,209 13,017 59,713 284 59,998

その他の項目       

  減価償却費 2,655 149 407 3,212 2 3,215

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

3,298 260 292 3,851 29 3,881
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規連結子会社であります。

２　第３四半期連結会計期間より、新規連結子会社の事業を開始しております。
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４　報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

  (単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 56,350 60,559

「その他」の区分の売上 ― 16

セグメント間取引消去 △298 △235

連結財務諸表の売上高 56,051 60,339
 

 
  (単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 5,416 6,383

「その他」の区分の利益 ― △85

全社費用（注） △931 △835

連結財務諸表の営業利益 4,484 5,463
 

(注)　主に提出会社の管理部門に係る費用及び各セグメント共通の費用で便益の程度が直接把握できない費用部分で

あります。
 

  (単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 54,163 59,713

「その他」の区分の資産 ― 284

全社資産（注） 17,469 13,454

連結財務諸表の資産合計 71,633 73,453
 

(注)　主に提出会社における余資運用資金（現預金及び有価証券）、投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る

資産等であります。
       (単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 2,848 3,212 － 2 235 219 3,083 3,434

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

5,873 3,851 － 29 287 283 6,160 4,164
 

(注) １　減価償却費の調整額は、主に本社建物及び本社地区福利厚生施設であります。

２　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に本社地区の土地及び建物の取得、情報通信機器の

更新によるものであります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：百万円)

日本 アジア 北米 欧州 中南米 その他の地域 合計

43,463 6,876 815 933 3,947 14 56,051
 

(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 タイ 中国 メキシコ 合計

14,556 4,174 389 9,126 28,248
 

(注)　有形固定資産は連結会社の所在地を基礎とし、国ごとに分類しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社クボタ 6,442
キタガワ　マテリアル　テクノロ
ジー　カンパニー
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当連結会計年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２　地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：百万円)

日本 アジア 北米 欧州 中南米 その他の地域 合計

47,858 7,013 775 966 3,706 20 60,339
 

(注)　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 タイ 中国 メキシコ 合計

16,189 3,851 267 8,324 28,633
 

(注)　有形固定資産は連結会社の所在地を基礎とし、国ごとに分類しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社クボタ 7,565
キタガワ　マテリアル　
テクノロジー　カンパニー

アイシン・エィ・ダブリュ株式会社 6,078
キタガワ　マテリアル　
テクノロジー　カンパニー

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

該当事項はありません。

　

(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連

会社

㈱ケーブル・

ジョイ

広島県府

中市
303

有線テレビ

放送

（所有）

直接

31.8

同社への資

金援助

役員の兼任

資金の回収 41

投資その他

の資産(長

期貸付金)

455

債務保証 27 ─  

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２　債務保証については、市場価格を勘案して保証料率を合理的に決定しております。

３　持分法の適用により連結財務諸表上は投資その他の資産(長期貸付金)を 429百万円直接減額しております。
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金又
は出資金
(千英
ポンド)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連

会社

KITAGAWA

EUROPE LTD.

英国　

ソール

ズ ベ

リー市

225
工作機器販

売

（所有）

直接

50.0

欧州におけ

る当社製品

の販売及び

同社への資

金援助

役員の兼任

工作機器製

品の販売
938 売掛金 387

資金の回

収
60

流動資産その他

（短期貸付金）
61

投資その他の資

産

（長期貸付金）

457

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　当社工作機器製品の販売については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

２　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

３　持分法の適用により連結財務諸表上は投資その他の資産（長期貸付金）を 137百万円直接減額しておりま

す。
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当連結会計年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連

会社

㈱ケーブル・

ジョイ

広島県府

中市
303

有線テレビ

放送

（所有）

直接

31.8

同社への資

金援助

役員の兼任

資金の回収 29

投資その他

の資産(長

期貸付金)

426

債務保証 22 ─  

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２　債務保証については、市場価格を勘案して保証料率を合理的に決定しております。

３　持分法の適用により連結財務諸表上は投資その他の資産(長期貸付金)を 398百万円直接減額しております。
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金又
は出資金
(千英
ポンド)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連

会社

KITAGAWA

EUROPE LTD.

英国　

ソール

ズ ベ

リー市

225
工作機器販

売

（所有）

直接

50.0

欧州におけ

る当社製品

の販売及び

同社への資

金援助

役員の兼任

工作機器製

品の販売
955 売掛金 487

資金の回

収
59

流動資産その他

（短期貸付金）
59

投資その他の資

産

（長期貸付金）

386

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　当社工作機器製品の販売については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

２　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

３　持分法の適用により連結財務諸表上は投資その他の資産（長期貸付金）を 280百万円直接減額しておりま

す。

　

(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等

該当事項はありません。

 

(エ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

前連結会計年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役 員 及

び その

近親者

北川 豊子 － － －
（被所有）

直接
0.2

土 地 の 売
買

土 地 の 購
入

11 － －

土 地 の 売
却

13 － －
 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　土地の購入価格及び売却価格については不動産鑑定士の調査報告書を参考に決定しております。

２　北川豊子は代表取締役会長兼社長　北川祐治及び代表取締役副会長　北川宏の母であります。

 
(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

１株当たり純資産額 3,719.19円 3,873.54円

１株当たり当期純利益 372.08円 411.54円
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 3,492 3,854

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(百万円)

3,492 3,854

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,386 9,365
 

　
３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 36,173 37,629

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 1,339 1,355

（うち非支配株主持分(百万円)） 1,339 1,355

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 34,834 36,273

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株
式の数(千株)

9,366 9,364
 

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,481 3,317 0.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,878 3,338 0.7 ―

１年以内に返済予定のリース債務 139 119 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

6,748 4,960 0.8
2020年４月～
　2028年３月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

267 216 ―
2020年４月～
　2028年12月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 13,514 11,953 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。
 

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 1,413 613 713 1,749

リース債務 95 39 32 24
 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 14,032 28,868 43,631 60,339

税金等調整前四半期(当
期)純利益

(百万円) 1,602 3,120 4,464 5,873

親会社株主に帰属する四
半期(当期)純利益

(百万円) 1,125  2,167 3,067 3,854

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 120.13 231.41 327.54 411.54
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益 (円)  120.13 111.29 96.13 83.99
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,852 5,308

  受取手形 ※4  1,893 ※4  1,114

  電子記録債権 ※4  6,040 ※4  7,245

  売掛金 ※1  8,714 ※1  10,346

  商品及び製品 2,951 3,138

  仕掛品 2,705 4,087

  原材料及び貯蔵品 947 1,224

  前払費用 81 38

  その他 ※1  1,124 ※1  1,681

  貸倒引当金 △16 △18

  流動資産合計 32,293 34,165

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※2  3,248 ※2  3,213

   構築物 236 266

   機械及び装置 ※2  5,447 ※2  7,129

   車両運搬具 28 23

   工具、器具及び備品 349 387

   土地 ※2  3,000 ※2  3,059

   リース資産 301 219

   建設仮勘定 1,407 1,365

   有形固定資産合計 14,019 15,665

  無形固定資産   

   借地権 222 222

   ソフトウエア 156 172

   その他 14 11

   無形固定資産合計 393 407
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,646 3,224

   関係会社株式 11,779 11,763

   出資金 2 2

   従業員に対する長期貸付金 2 1

   関係会社長期貸付金 3,952 2,917

   破産更生債権等 12 12

   長期前払費用 1 0

   前払年金費用 2,227 2,906

   関係会社長期未収入金 22 21

   その他 119 118

   投資損失引当金 △1,984 △1,984

   貸倒引当金 △619 △674

   投資その他の資産合計 19,162 18,310

  固定資産合計 33,576 34,382

 資産合計 65,869 68,547

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 1,875 1,754

  電子記録債務 4,899 5,599

  買掛金 ※1  3,435 ※1  3,961

  短期借入金 3,451 3,287

  1年内返済予定の長期借入金 ※2  2,878 ※2  3,338

  リース債務 114 96

  未払金 ※1  1,213 ※1  1,206

  未払費用 387 386

  未払法人税等 494 949

  未払消費税等 ― 90

  前受金 843 1,109

  預り金 211 223

  賞与引当金 574 599

  役員賞与引当金 51 66

  設備関係支払手形 1,380 1,030

  その他 0 ―

  流動負債合計 21,810 23,700

 固定負債   

  長期借入金 ※2  6,748 ※2  4,960

  リース債務 201 133

  繰延税金負債 40 28

  退職給付引当金 4,175 4,265

  環境対策引当金 220 219

  その他 ※1  198 ※1  496

  固定負債合計 11,584 10,104

 負債合計 33,394 33,804
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,640 8,640

  資本剰余金   

   資本準備金 5,080 5,080

   その他資本剰余金 28 28

   資本剰余金合計 5,109 5,109

  利益剰余金   

   利益準備金 997 997

   その他利益剰余金   

    圧縮記帳積立金 501 489

    別途積立金 3,700 3,700

    繰越利益剰余金 12,402 14,985

   利益剰余金合計 17,601 20,172

  自己株式 △607 △611

  株主資本合計 30,743 33,309

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,732 1,433

  繰延ヘッジ損益 △0 0

  評価・換算差額等合計 1,731 1,433

 純資産合計 32,475 34,743

負債純資産合計 65,869 68,547
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

売上高 ※1  48,892 ※1  52,283

売上原価 ※1  39,567 ※1  42,389

売上総利益 9,324 9,893

販売費及び一般管理費 ※1,※2  5,623 ※1,※2  5,511

営業利益 3,701 4,382

営業外収益   

 受取利息 ※1  122 ※1  116

 受取配当金 ※1  397 ※1  779

 不動産賃貸料 ※1  94 ※1  113

 為替差益 63 59

 スクラップ売却益 ※1  109 ※1  116

 貸倒引当金戻入額 218 ―

 その他 178 ※1  188

 営業外収益合計 1,184 1,374

営業外費用   

 支払利息 116 98

 売上割引 27 35

 貸倒引当金繰入額 ― 56

 その他 21 13

 営業外費用合計 165 204

経常利益 4,720 5,551

特別損失   

 固定資産売却損 12 ―

 固定資産除却損 115 55

 関係会社株式評価損 ― 97

 投資損失引当金繰入額 433 ―

 特別損失合計 560 152

税引前当期純利益 4,159 5,399

法人税、住民税及び事業税 1,031 1,568

法人税等調整額 138 117

法人税等合計 1,170 1,685

当期純利益 2,988 3,713
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2017年４月１日　至 2018年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 8,640 5,080 28 5,109

当期変動額     

圧縮記帳積立金の積立     

圧縮記帳積立金の取崩     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 8,640 5,080 28 5,109
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 997 495 3,700 9,989 15,182

当期変動額      

圧縮記帳積立金の積立  18  △18 ―

圧縮記帳積立金の取崩  △12  12 ―

剰余金の配当    △569 △569

当期純利益    2,988 2,988

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― 5 ― 2,412 2,418

当期末残高 997 501 3,700 12,402 17,601
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株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △302 28,628 1,483 0 1,484 30,113

当期変動額       

圧縮記帳積立金の積立  ―    ―

圧縮記帳積立金の取崩  ―    ―

剰余金の配当  △569    △569

当期純利益  2,988    2,988

自己株式の取得 △304 △304    △304

自己株式の処分  ―    ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  248 △0 247 247

当期変動額合計 △304 2,114 248 △0 247 2,361

当期末残高 △607 30,743 1,732 △0 1,731 32,475
 

 

　当事業年度(自 2018年４月１日　至 2019年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 8,640 5,080 28 5,109

当期変動額     

圧縮記帳積立金の積立     

圧縮記帳積立金の取崩     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 8,640 5,080 28 5,109
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株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 997 501 3,700 12,402 17,601

当期変動額      

圧縮記帳積立金の積立     ―

圧縮記帳積立金の取崩  △11  11 ―

剰余金の配当    △1,142 △1,142

当期純利益    3,713 3,713

自己株式の取得      

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― △11 ― 2,582 2,571

当期末残高 997 489 3,700 14,985 20,172
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △607 30,743 1,732 △0 1,731 32,475

当期変動額       

圧縮記帳積立金の積立  ―    ―

圧縮記帳積立金の取崩  ―    ―

剰余金の配当  △1,142    △1,142

当期純利益  3,713    3,713

自己株式の取得 △4 △4    △4

自己株式の処分  ―    ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △298 0 △298 △298

当期変動額合計 △4 2,566 △298 0 △298 2,268

当期末残高 △611 33,309 1,433 0 1,433 34,743
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品、仕掛品

キタガワ　サン　テック　カンパニー、キタガワ　グローバル　ハンド　カンパニー

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

キタガワ　マテリアル　テクノロジー　カンパニー

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

(2) 原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

(3) 貯蔵品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

 

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 ３～12年
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）とする定額法を採

用しております。
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４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金

関係会社への投資に対する損失に備えるため、投資先関係会社の財政状態等を勘案して必要額を計上しており

ます。

(3) 賞与引当金

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき計上しておりま

す。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(6) 環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理することが義務付けられ

ているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、処理費用見込額を計上しております。

 

５　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

 

６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  外貨建債権債務

金利スワップ  借入金
 

(3) ヘッジ方針

外貨建債権債務の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスクを軽減す

る目的で金利スワップ取引を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件は同一であり、かつヘッジ開始以降も継続して相場変動又は

キャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。
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７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表における

これらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(表示方法の変更)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度の期首か

ら適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更

しました。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」278百万円は、「固定負債」の「繰

延税金負債」40百万円に組替えて表示しております。

 
(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

短期金銭債権 2,129百万円 2,708百万円

短期金銭債務 533百万円 522百万円

長期金銭債務 99百万円 399百万円
 

 
※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

建物 842百万円 852百万円

機械及び装置 728百万円 716百万円

土地 714百万円 714百万円

計 2,286百万円 2,283百万円
 

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

1年内返済予定の長期借入金 157百万円 317百万円

長期借入金 2,456百万円 2,139百万円

計 2,614百万円 2,456百万円
 

 

３　保証債務

下記の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

㈱吉舎鉄工所 30百万円 30百万円

㈱ケーブル・ジョイ 27百万円 22百万円

計 57百万円 52百万円
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※４　期末日満期手形

　　　期末日満期手形の会計処理については、当事業年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

　　ものとして処理しております。

　　　当期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

受取手形 244百万円 87百万円

電子記録債権 453百万円 129百万円
 

 
(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

営業取引による取引高   

売上高 3,425百万円 2,945百万円

仕入高 4,663百万円 4,762百万円

営業取引以外の取引による取引高 1,024百万円 1,642百万円
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

運賃及び荷造費 732百万円 798百万円

貸倒引当金繰入額 △0百万円 2百万円

従業員給料及び賞与 2,177百万円 2,179百万円

賞与引当金繰入額 177百万円 184百万円

役員賞与引当金繰入額 51百万円 66百万円

退職給付費用 114百万円 28百万円

減価償却費 144百万円 74百万円
 

　

おおよその割合

販売費 34.0％ 37.2％

一般管理費 66.0％ 62.8％
 

 

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株

式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のと

おりです。

  (単位：百万円)

区分
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

子会社株式 11,682 11,666

関連会社株式 97 97

計 11,779 11,763
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

繰延税金資産   

減損損失 59百万円 60百万円

投資有価証券 862百万円 892百万円

未払事業税 41百万円 71百万円

投資損失引当金 604百万円 604百万円

貸倒引当金 193百万円 211百万円

賞与引当金 174百万円 182百万円

退職給付引当金 1,271百万円 1,299百万円

環境対策引当金 67百万円 66百万円

その他 159百万円 199百万円

繰延税金資産小計 3,435百万円 3,589百万円

評価性引当額 △1,858百万円 △1,927百万円

繰延税金資産合計 1,577百万円 1,661百万円

繰延税金負債   

前払年金費用 △678百万円 △885百万円

固定資産圧縮積立金 △219百万円 △214百万円

為替差益 △68百万円 △67百万円

その他有価証券評価差額金 △652百万円 △522百万円

繰延税金負債合計 △1,618百万円 △1,689百万円

繰延税金資産の純額 △40百万円 △28百万円
 

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

法定実効税率 30.7％ 法定実効税率と税効果会計適用
後の法人税等の負担率との間の差
異が法定実効税率の100分の５以
下であるため注記を省略しており
ます。

（調整）  

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.5％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△2.5％

住民税均等割 0.6％

税額控除 △2.3％

評価性引当額の増減 0.9％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

28.2％  
 

 
(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 3,248 164  3 196 3,213 5,850

構築物 236  59  0 28 266 769

機械及び装置 5,447  3,109 56 1,370 7,129 23,873

車両運搬具 28  11  0 16 23  231

工具、器具
及び備品

349 204 1 164 387  1,633

土地 3,000 73
14
(3)

- 3,059 -

リース資産 301  30 13 99 219 524

建設仮勘定 1,407 3,654 3,697 - 1,365 -

計 14,019  7,308 3,786 1,876 15,665 32,881

無形固定資産 借地権 222  -  - - 222 -

ソフトウエア 156  73 - 57 172 117

その他の無形
固定資産

14  - 2 0 11 1

計 393  73 2 57 407 118
 

(注)「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　　 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

 　　　　 機械及び装置

　　　　　　　福山工場銑鉄鋳物加工設備　　　　　　　　　　　　　1,456百万円

　　　　　　　東京工場銑鉄鋳物加工設備　　　　　　　　　　　　　 324百万円

　　　　　　　甲山工場銑鉄鋳物加工設備　　　　　　　　　　　　　 279百万円

 

　　　　 建設仮勘定

　　　　　　　福山工場銑鉄鋳物加工設備　　　　　　　　　　　　　 584百万円

 
 
 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 636 108 51 693

投資損失引当金 1,984 - - 1,984

賞与引当金 574 599 574 599

役員賞与引当金 51 66 51 66

環境対策引当金 220 - 0 219
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

 

取扱場所
（特別口座）
みずほ信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
みずほ証券株式会社　本店及び全国各支店

株主名簿管理人
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取・売渡し手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事由
により電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載しております。当
社の公告掲載URLは次のとおりであります。（https://www.kiw.co.jp/）

株主に対する特典 該当事項はありません
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

（　事業年度

(第108期)

自　2017年４月１日

至　2018年３月31日 ）
2018年６月25日

関東財務局長に提出

      
(2) 内部統制報告書及びその添付書類   2018年６月25日

関東財務局長に提出

      
(3) 四半期報告書

及び確認書

（第109期第１四半期 自　2018年４月１日

至　2018年６月30日 ）
2018年８月10日

関東財務局長に提出

      
  （第109期第２四半期 自　2018年７月１日

至　2018年９月30日 ）
2018年11月13日

関東財務局長に提出

      
  （第109期第３四半期 自　2018年10月１日

至　2018年12月31日 ）
2019年２月13日

関東財務局長に提出

      
(4) 臨時報告書    2018年６月25日

関東財務局長に提出 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会にお
ける議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2019年６月24日

株式会社北川鉄工所

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小 松 原   浩   平 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　　田　　真　　也 ㊞

 

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社北川鉄工所の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社北川鉄工所及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社北川鉄工所の2019年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社北川鉄工所が2019年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出
会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2019年６月24日

株式会社北川鉄工所

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小 松 原   浩   平 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　　田　　真　　也 ㊞

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社北川鉄工所の2018年４月１日から2019年３月31日までの第109期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社北川鉄工所の2019年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出
会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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